
第１回広島県国民健康保険運営協議会 次第  日 時 ： 平成 29 年 2 月 1 日（水） 18：30～20：00 場 所 ： 国保会館 ６階 大会議室  １ 開  会  ２ 会長選任  ３ 会議の公開・非公開の決定  ４ 議  題 （１）国民健康保険制度改革の概要について （２）広島県国民健康保険運営協議会における審議事項について （３）これまでの検討状況について （４）広島県国民健康保険運営協議会の開催予定について  ５ 意見交換  ６ 閉  会 
 

 

【資料】 資料１ 国民健康保険制度改革の概要 資料２ 広島県国民健康保険運営協議会における審議事項 資料３‐１ これまでの検討状況 資料３‐２ 市町との意見交換・意見調整の体制 資料４ 広島県国民健康保険運営協議会の開催予定（案） 参考資料１ 国民健康保険制度について 参考資料２ 国民健康保険の現況 参考資料３‐１ 都道府県国民健康保険運営方針策定要領 参考資料３‐２ 国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン） 参考資料３‐３ 国民健康保険保険給付費等交付金ガイドライン 参考資料４ 平成三十年四月一日施行後の国民健康保険法（抜粋） 参考資料５-１ 広島県国民健康保険運営協議会条例 参考資料５-２ 広島県国民健康保険運営協議会に関する取り決め 参考資料５-３ 知事が所管する附属機関等の会議の公開に関する規則 参考資料５-４ 広島県情報公開条例（抜粋） 
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（区分毎に五十音順，敬称略）

区分 氏名 公職名等たかはら　ひろし
高　原　　　浩 （広島県商工会連合会 推薦）はまもと　きょうこ
濱　本　恭　子 （広島県民生委員児童委員協議会 推薦）ふじおか　ひさこ
藤　岡　久　子 （広島県老人クラブ連合会 推薦）やまもと　ふみこ
山　本　文　子 （広島県地域女性団体連絡協議会 推薦）あおの　たくろう
青　野　拓　郎 公益社団法人広島県薬剤師会 副会長あらかわ　しんすけ
荒　川　信　介 一般社団法人広島県歯科医師会 会長おおたに　ひろまさ
大　谷　博　正 一般社団法人広島県医師会 常任理事ひだに　よしみ
檜　谷　義　美 一般社団法人広島県医師会 副会長いとう　としやす
伊　藤　敏　安 広島大学 地域経済システム研究センター長・教授きぬがさ　まさずみ
衣　笠　正　純 社会福祉法人広島県社会福祉協議会 常務理事たかた　こうき
高　田　公　喜 広島県消費者団体連絡協議会 幹事よこて　ひろやす
横　手　裕　康 広島県社会保険労務士会 理事 むかい　いっせい
向　井　一　誠 全国健康保険協会広島支部 支部長やまね　としお
山　根　俊　雄 健康保険組合連合会広島連合会 常任理事

【事務局】

菊　間　秀　樹 健康福祉局長

武　田　直　也 地域包括ケア推進部長

神　岡　　　幹 国保県単位化推進担当課長

熊　谷　総一郎 医療介護保険課長

広島県

広島県国民健康保険運営協議会 委員名簿（任期：平成29年2月1日～平成30年3月31日）
被保険者代表

保険医又は

保険薬剤師代表

公益代表

被用者保険等

保険者代表
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出典：平成 28 年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28 年 7 月 19 日〕 
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出典：平成 28年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28年 7 月 19 日〕 
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出典：全国高齢者医療主管課（部）長及び国民健康保険主管課（部）長並びに後期高齢者医療連合事務局長会議〔厚生労働省主催 平成 28 年 2 月 29 日〕 
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 なお、国の普通調整交付金については、 都道府県間の所得水準を 調整する役割を担うよう適切に見直す 出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成 28 年 4 月厚生労働省保険局〕を一部加工 
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出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕 
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出典：全国高齢者医療主管課（部）長及び国民健康保険主管課（部）長並びに後期高齢者医療連合事務局長会議〔厚生労働省主催 平成29年1月12日〕 



 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕を一部加工 
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出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕 
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出典：全国高齢者医療主管課（部）長及び国民健康保険主管課（部）長並びに後期高齢者医療連合事務局長会議〔厚生労働省主催 平成29年1月12日〕 
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出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕 



 

 

 出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕 
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出典：「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン付属資料）」〔平成28年4月厚生労働省保険局〕 
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広島県国民健康保険運営協議会における審議事項 

 平成 30 年 4 月 1 日施行後の国民健康保険法（以下「平成 30 年施行後国保法」という。） （国民健康保険事業の運営に関する協議会） 第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務に係るものであつて、第七十五条の七第一項の規定による国民健康保険事業費納付金の徴収、第八十二条の二第一項の規定による都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項に限る。）を審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 ２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るものであつて、第四章の規定による保険給付、第七十六条第一項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 ３ 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項（第一項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務に係るものに限り、前項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るものに限る。）を審議することができる。 ４ 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して必要な事項は、政令で定める。  都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要事項 （平成 30 年施行後国保法第 82 条の 2 第 1 項） 平成 30 年度からは，県が財政運営の責任主体となるほか，市町においても，資格管理，保険給付，保険料率の決定，賦課・徴収，保健事業等の地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこととされている。  そのため，県が定める国保運営方針は，県・市町が保険者として目指す方向性について認識を共有することができるよう主に次の内容を記載することとなっており，関係者の意見を踏まえて策定するとともに，策定後も定期的な検証・見直し・改善をしていくこととなっている。 ・ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し ・ 市町における保険料の標準的な算定方法に関する事項 ・ 市町における保険料の徴収の適正な実施に関する事項 ・ 市町における保険給付の適正な実施に関する事項 ・ 医療費の適正化に関する事項 ・ 市町が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 ・ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策と連携に関する事項  

資料２ 
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国民健康保険事業費納付金の徴収 （平成 30 年施行後国保法第 75 条の 7 第 1 項） 県から市町へ交付する費用などに充てるため，年度ごとに，市町から県に支払う「国民健康保険事業費納付金」を徴収することとなるため，その金額を定める必要がある。 そのため，市町間の医療費水準や所得水準を調整し，市町ごとの納付金を配分するとともに，納付金を納めるために必要な標準保険料率を県は示すこととなる。 これらの金額や数値を審議する。   平成 30 年施行後国保法の定めるところにより都道府県が処理することとされている事務  平成 30 年 4 月 1 日に向けて国民健康保険法の改正法は公布されているものの，別途定めることとされている政令・省令が今もって定かではないため，詳細は不明である。  しかしながら，県単位化に伴って施行される改正法で新設された次の規定などを中心に運営協議会において審議していただく。 ・ 都道府県の特別会計への繰入れ（第 72 条の 2） ・ 国民健康保険保険給付費等交付金（第 75 条の 2） ・ 財政安定化基金（第 81 条の 2） ・ 標準保険料率（第 82 条の 3）   



これまでの検討状況 

 

１ 市町との協議状況 

首長レベルの協議である「広島県国民健康保険の県単位化推進協議会」のほか，国保 

担当課長レベルの協議である「広島県国民健康保険広域化等連携会議」を7回並びに「保 

険料」，「国保運営方針」及び「電算システム」の検討ＷＧを計20回開催した。 
（詳細は別紙のとおり。） 

 

２ 主な検討項目及び論点 

○ 保険料率の設定に当たっては，県民である被保険者の負担の公平性を優先的に確保 

しつつ，保険者としての市町間の負担の公平性にも配慮する。 

○ 平成30年度から始まる「広島県保健医療計画」や「広島県医療費適正化計画」に 

基づいて，県と市町が連携し，県全体の医療費水準の適正化を図る。 

主な検討項目 論 点 

統一保険料率 

納付金の算定 

被保険者間の公平性の観点から，医療費水準の格差

を反映しない統一保険料率を前提に算定（県内全体の

保険料収納必要額を各市町の所得水準及び被保険者

数・世帯数により按分）する。 

市町村標準保

険料率の算定 

保険者である市町間の公平性の観点から，各市町の

収納率の格差を反映する。 

今後の方向性 

結果として準統一となるが，将来的には完全な統一

保険料率を目指す。 

※ 保健事業等や公費の取扱基準の統一については，継続検討 

激変緩和措置 

適用期間 

激変緩和の適用期間は，平成30年度から35年度ま

での6年間とする。 

緩和方法 

納付金の算定における係数の調整や，「本来集める

べき保険料額」を基準とした保険料額の上昇分が一定

限度を超える市町に対し，都道府県繰入金による財源

調整を行う。 

※ 具体的な仕組みについては，緩和措置の財源となる特例基金（国によ

る措置）の規模及び適用基準などに基づき，試算結果を踏まえて，継続

検討 

赤字解消・削減 

赤字の範囲 

解消・削減すべき対象としての「赤字」の範囲は，

「本来集めるべき保険料額」に係る不足分が対象とな

り，各市町の政策判断により積極的に行われている保

健事業に係る費用などは対象外となる。 

解消・削減計画 

当該市町が激変緩和措置期間の６年度以内に段階

的に解消する計画を策定する。 

※ 具体的な計画のあり方等については，継続検討 

市町事務の効率

化・標準化 

具体的な事務

事例 

高齢受給者証との一体化を含め被保険者証の様式

の共通化や口座振替の原則化など，保険者事務，医療

費適正化，収納対策，保健事業の４分野 

※ 広島県国民健康保険団体連合会等への委託の拡充などを含め，継続

検討 

 

資料３-１ 



 

（平成 28年 12 月 28 日 国保県単位化推進担当） 
国 保 県 単 位 化 に 向 け た 取 組 

 

年 度 県・市町 国・地方 平成 24年度  ■第１回社会保障制度改革国民会議（24.11.30）    ～社会保障 4 分野に係る改革の基本方針について検討 平成２５年度 
●国保事業広域化検討協議会設置(25.7.1) 【県内 6 市町首長及び県】   ■社会保障制度改革国民会議報告書(25.8.6)    ～国民健康保険保険者の都道府県移行を明示  ■社会保障改革プログラム法成立(25.12.5)    ～29 年度までを目途とした国保広域化につき検討し，27 年通常国     会への法案提出を目指す  ◇国保基盤強化協議会再開（26.1.31）   【厚労省・地方三団体による政務レベル協議及び事務レベルＷＧ】 平成２６年度 ●国民健康保険の広域化に係る提言（26.7.2）    ～県・市町の首長連名で厚生労働大臣に提出   ◇第 4 回国保基盤強化協議会(26.8.8)    ～「国民健康保険の見直しについて(中間整理)」を取りまとめ  ◇第 5 回国保基盤強化協議会(27.2.12)    ～「国民健康保険の見直しについて(議論のとりまとめ)」 平成２７年度 
 ■「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の  一部を改正する法律」成立 (27.5.27.) ◎平成 27 年度第 1 回国民健康保険広域化等連携会議(27.7.7)   【県内 23 市町の担当課長・国保連及び県】 □平成 27 年度都道府県ブロック（中国・四国）会議（27.7.3） ◇第 29 回国保基盤強化協議会 WG(27.7.14) ●広島県国民健康保険の県単位化推進協議会設置(27.8.30)   【県内 10 市町首長及び県】  ◎平成 27 年度第 2 回国保広域化等連携会議(27.9.30)  ○第 1 回国保運営方針，保険料，電算ｼｽﾃﾑの各検討ＷＧ(27.10.6～10.9)  ◎平成 27 年度第 3 回国保広域化等連携会議(27.11.11) □国保保険者標準事務処理システムに係る全国説明会（27.11.27） ●第 1 回広島県国保の県単位化推進協議会(28.3.30)   ～ガイドラインの概要，国保広域化等連携会議における検討状況の報告，    検討方針(案)  

平 成 ２８ 年 度 

第１四半期 
○第 4 回国保運営方針，保険料，電算ｼｽﾃﾑの各検討ＷＧ(27.4.26～4.28) ◎平成 28 年度第 1 回国保広域化等連携会議（28.5.1）    ～国保県単位化に向けた取組，第１回国保の県単位化推進協議会の結      果 ○第 5 回各検討ＷＧ(27.5.20～5.31)    ～〔国保運営方針〕 運営方針策定要領(案)及び運営方針の論点，国保         事務の統一化実施方針（ＷＧ案）       〔保険料〕 保険料水準の統一に係る調整項目       〔電算システム〕 国保保険者標準事務処理システムの情報共有 

■「納付金及び算定ガイドライン」及び「都道府県国保運営方針ガイドラ  イン」通知(28.4.28) □国保保険者標準事務処理システムに係る全国説明会(28.4.21) □市町村事務処理標準システムに係る全国説明会(28.5.18) □国保情報集約システムに係る全国説明会(28.6.14) ■「保険給付費等交付金ガイドライン」通知（28.6.20） 

第２四半期 

◎平成 28 年度第 2 回国保広域化等連携会議（28.7.15）    ～国保県単位化に関するスケジュール（案），各検討ＷＧにおける検討状      況の報告，保険料（税）シミュレーション ○第 6 回～第 9 回国保運営方針，保険料の各検討ＷＧ（28.7.1～9.9）    ～〔国保運営方針〕 国保事務の統一化実施方針（ＷＧ案），運営方針の         論点，保健事業等の取扱い       〔保険料〕 保険料水準の統一に係る調整項目，納付金及び市町村標         準保険料率の算定に係る考え方の整理（案），納付金及び市町村標         準保険料率の試算に係るシミュレーション方針（案） ○第 6 回・第 7 回電算システム検討ＷＧ（28.7.6，9.13）    ～納付金等の算定の前提となる設定情報，情報集約システムの設置・運      用 ◎平成 28 年度第 3 回国保広域化等連携会議（28.8.12）    ～国保の県単位化に向けた検討の取りまとめ（案），納付金及び標準保      険料率の算定に関する検討状況，平成 27 年度決算に基づく標準保険      料率（医療分）の試算，広島県国民健康保険運営方針（仮称）の骨子      （案），国保事業費納付金等の試算に向けたスケジュールの目安，国保      の県単位化に向けたスケジュール（案） ●第２回広島県国保の県単位化推進協議会（28.8.31）    ～国保の県単位化に向けた検討の取りまとめ（案），国保の県単位化に      向けたスケジュール（案） ◎平成 28 年度第 4 回国保広域化等連携会議（28.9.9）    ～第２回国保の県単位化推進協議会の結果，今後の進め方，平成 28 年      度における納付金及び標準保険料の試算に関する方針 

□平成 28 年度都道府県ブロック（中国）会議（28.7.19） □国保事業費納付金等算定標準システム操作説明会（28.8.31） □市町村事務処理標準システムに係る説明会（28.9.2） 

第３四半期 
◎平成 28 年度第 5 回国保広域化等連携会議（28.10.31）    ～町長会議・市長会議の結果，県議会への説明資料（案） ○第 10 回・第 11 回保険料検討ＷＧ（28.10.13，11.29）    ～保健事業及び給付に係る共通事業の選定や保険料による財源確保，      滞納繰越分保険料（税）の取扱い，標準保険料率に係るシミュレーション      （案），国保事業費納付金等算定標準システム（簡易版）による試算，激      変緩和措置の考え方，保健事業等への保険料を財源とする納付金の交      付配分基準（案） ○第 10 回国保運営方針検討ＷＧ（28.12.21）    ～国保事務の統一化実施方針，質疑・考え方等（28.11現在）のとまとめ，      国保運営方針（素案），資格管理・高額療養費の取扱い，県国保運営協      議会の取扱い ◎平成 28 年度第 6 回国保広域化等連携会議（28.12.27）    ～国保運営方針・保険料の各検討ＷＧでの検討状況，国システムによる      試算状況，資格管理・高額療養費の取扱い，議会対応などの報告 

□国保保険者標準事務処理システムに係る全国説明会（28.12.8） 
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 広島県国民健康保険運営協議会の開催予定（案）  開催時期 協議内容 県・市町の検討予定等   第１回（H29.2.1）   会長選任，国保制度改革の概要及び国保の現況   市町等との連携会議の開催  国保運営方針素案の取りまとめ（H29.3）     第 2 回（H29.7. ）  第 3 回（H29.9. ）  第 4 回（H29 年度下半期）   

   国保運営方針案の諮問  国保運営方針案の答申  平成 30 年度国民健康保険事業費納付金の諮問・答申    

 市町へ意見聴取（～H29.6） 国保運営方針案の取りまとめ（H29.7）    国保運営方針の策定（H29.12）  県国保条例制定（H29 年度下半期） 県国保特別会計設置，H30 年度当初予算編成   第 5 回（H30 年度上半期）  第 6 回（H30.12. ）  前年度の事業実施状況報告  平成 31 年度国民健康保険事業費納付金の諮問・答申       

資
料

４
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出典：厚生労働省ホームページ ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞健康・医療＞医療保険＞「我が国の医療保険について」（Ｈ29.1.5） 

国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て
 

参
考
資
料
１
 



 

医療保険制度の体系  

-2- 

出典：平成 28年度版厚生労働白書（厚生労働省） 
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国民健康保険制度のあらまし Ⅰ 加入者について ○ 「国民皆保険制度」とは，国民の誰もがどれかの医療保険制度によってカバーされている仕組みである。 ○ 健康保険は，主に 5 人以上の従業員を使用する事業所を対象としたもので，全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）と健康保険組合が行うものがあり，船員保険法，各種の共済組合法も含め，被用者を対象とする保険であるところから被用者保険と呼ばれている。 ○ 被用者保険の加入対象とならない「自営業」，「農林漁業」，「5 人未満事業所の従業員（5 人未満法人事業所の従業員を除く）」及び「退職者」などは，国民健康保険に加入することになり，市町村又は国民健康保険組合が保険者となる。 ○ 被用者保険や国民健康保険などの医療保険の財政は，保険料（税）を中心に運営されるが，制度によっては，国庫負担（補助）金がある。  Ⅱ 保険料（税）について １ 保険料（税）    国民健康保険法第 76条ただし書きによって，国民健康保険税を賦課した場合は，目的が重複する国民健康保険料は徴収しないこととなっており，「料」とするか「税」するのか市町が判断できる。 ２ 賦課額    税率を先に定め主に所得に乗じて賦課する他の「税」とは異なり，国民健康保険は，国保事業運営に必要な額のうち保険料（税）で賄う額（以下「収入額」という。）を見越して，所得・世帯当たり一定額・被保険者 1 人当たり一定額（以下「所得等」という。）で按分して賦課するものである。    実務的には，収入額を予定収納率で除した額にする必要がある。 《例》 収入額 10 億円・収納率 95％とすれば，10 億円÷95％＝10 億 52 百万円余を 保険料（税）として按分することになる。 ３ 保険料（税）率    収入額を市町の条例で定めた比率で按分して決定される。 区分 内容 所 得 割 被保険者に関する課税総所得金額で割った率 資 産 割 被保険者の固定資産税額等で割った率 均 等 割 賦課期日における被保険者数で割った額 平 等 割 賦課期日における被保険者の属する世帯の数で割った額  《参考（納付対象区分）》 区分 医療分 後期高齢者支援金分 介護分 40 歳未満 ○ ○ ‐ 40 歳以上 65 歳未満 ○ ○ ○ 65 歳以上 75 歳未満 ○ ○ ‐  



Ⅲ　保険料（税）の計算例

《モデルケース》

世帯主（40歳）：給与収入約360万円（基礎控除後所得200万円）

配偶者（40歳）：所得なし

子ども（15歳）：所得なし

固定資産税：なし 円 円 円円 円 円
《計算》

○医療分

・所得割

× ＝円 円
・均等割

× ＝人 円 円
・平等割

× ＝1 円 円
○後期高齢者支援金分

・所得割

× ＝円 円
・均等割

× ＝人 円 円
・平等割

× ＝1 円 円
○介護分

・所得割

× ＝円 円
・均等割

× ＝人 円 円
・平等割

× ＝1 円 円
合計（Ａ～I）： 円/年

Ｉ　

料(税)率

人数 料(税)額

世帯数 料(税)額

世帯数 料(税)額

Ｆ

Ｇ

Ｈ世帯 5,000

基礎控除後所得 料(税)率 A

B

世帯数 料(税)額 C

基礎控除後所得

5,000
40,000

6,0007,000世帯 6,000

412,000

2,000,00024,000世帯 20,000
2,000,0003

2.0%18,0002,000,0002 9,000基礎控除後所得

21,000人数 料(税)額 Ｅ

料(税)額 72,00020,000
1.5% 30,000料(税)率 Ｄ

人数3
平等割 20,000 6,000

4

5,000所得割区分均等割 医療分 後期高齢者支援金分 介護分10.0% 1.5% 2.0%24,000 7,000 9,000
10.0% 200,000

- -



  

 
国民健康保険の現況 

 

 

１ 被保険者の状況 

（１）年度末被保険者数 …………………………………………………………… １ 

（２）被保険者数年齢構成比の推移  …………………………………………… ２ 

（３）年齢構成・世帯主の職業別構成  ………………………………………… ３ 

 

２ 一人当たり診療費等   

（１）一人当たり診療費  ………………………………………………………… ４ 

（２）医療費年齢構成別構成比の推移  ………………………………………… ４ 

（３）一人当たり医療費  ………………………………………………………… ５ 

 

３ 地域差指数  …………………………………………………………………… ７ 

 

４ 所得の状況  …………………………………………………………………… ８ 

 

５ 保険料（税）率表（平成 28 年度） 

（１）医療分  ……………………………………………………………………… 10 

（２）後期高齢者支援金分  ……………………………………………………… 11 

（３）介護分  ……………………………………………………………………… 12 

 

６ 保険者別収納率推移（現年度分）  ………………………………………… 13 

 

７ 財政収支の状況 

（１）一般会計繰入金（法定外）の内訳  ……………………………………… 14 

（２）実質収支状況（平成 27 年度）  …………………………………………… 15 

（３）単年度経常収支状況（平成 27 年度） …………………………………… 17 

 

８ 市町国民健康保険の状況など 

（１）市町国民健康保険の状況（平成 27 年度） ……………………………… 18 

（２）市町村国保が抱える構造的な課題など  ………………………………… 20 

（３）国保財政の現状  …………………………………………………………… 21 

（４）各保険者の比較  …………………………………………………………… 22 

（５）医療保険制度の財源構成  ………………………………………………… 23 

      ※ 本資料において， ・ 特に明記されていない場合，各年度の数値は当該年度末現在の保険者ごとに算出している。  ・ 増減及び伸び率について，端数処理の関係上，表記上の数値と一致しない場合がある。 

参考資料２ 
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１ 被保険者の状況 

（１）年度末被保険者数                           （各年度末現在，単位：人） 区分 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 被保険者数 構成比 伸び率 被保険者数 構成比 伸び率 被保険者数 構成比 伸び率 被保険者数 構成比 伸び率 市 町 村 全体 685,599 － ▲1.3% 675,561 － ▲1.5% 656,717 － ▲2.8% 635,774 － ▲3.1%  一般 637,242 92.9% ▲0.6% 633,679 93.8% ▲0.6% 624,357 95.1% ▲1.5% 614,702 96.7% ▲1.5% (94.4%) (95.0%) (95.8%) (－) 退職 48,357 7.1% ▲9.8% 41,882 6.2% ▲13.4% 32,360 4.9% ▲22.7% 21,072 3.3% ▲34.9% (5.6%) (5.0%) (4.2%) (－)  前期 高齢 266,952 38.9% 3.5% 279,032 41.3% 4.5% 288,352 43.9% 3.3% 290,440 45.7% 0.7% (33.5%) (35.6%) (37.8%) (－) 国保組合 49,876 － ▲2.0% 49,888 － 0.0% 49,613 － ▲0.6% 46,232 － ▲6.8% 計 735,475 － ▲1.4% 725,449 － ▲1.4% 706,330 － ▲2.6% 682,006 － ▲3.4% 国保 加入率 25.9% 25.6% 25.0% 24.2％ (29.6%) (29.0%) (28.3％) (－) １）前期高齢は再掲 ２）( ) 内は全国数値による構成比・加入率 ３）「一般」: 一般被保険者 ４）「退職」: 退職被保険者等，「前期高齢」: 前期高齢者(一般被保険者＋退職被保険者等の再掲) ５）「国保加入率」を算出するに当たり使用する総人口 【広島】「広島県の人口移動」(広島県統計課作成)の翌年度 4 月 1 日現在の人口 【全国】「人口推計」(総務省統計局)の翌年度 4 月 1 日現在の人口(確定値) 
 

 
出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省），平成 27 年度は広島県調べ 

H24 H25 H26 H27国保組合 49,876 49,888 49,613 46,232退職 48,357 41,882 32,360 21,072一般 637,242 633,679 624,357 614,702市町村 685,599 675,561 656,717 635,774加入率（全国） 29.6 29.0 28.3加入率（広島） 25.9 25.6 25.0 24.2

22

24

26

28

30

32

34

36

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

（単位：人，率）
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（２） 被保険者数年齢別構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民健康保険実態調査報告（厚生労働省） 

出典：国民健康保険実態調査報告（厚生労働省） 
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２ 一人当たり診療費等 

（１）一人当たり診療費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）医療費年齢構成別構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一人当たり診療費：「診療費」を「年間平均被保険者数」で除して得た額 一人当たり医療費：「医療費」を「年間平均被保険者数」で除して得た額  入院 入院外 歯科 調剤 入院時食事療養費 [差額支給分除く] 訪問看護 療養費 入院時食事療養費 [差額支給分] 療養費 移送費 
          

        

    

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省），平成 27 年度は広島県調べ 

出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省），平成 27 年度は広島県調べ 

診療費 療養の給付等 医療費 療養費等 
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（３）一人当たり医療費 

 

 出典：「国民健康保険事業年報（厚生労働省保険局）」を一部加工，平成 27 年度は広島県調べ 

 年間平均被保険者数：各月末における被保険者数の年度分合計（3 月末から翌年 2 月末）を「12」で除して得た数 療養の給付等：被保険者の疾病又は負傷に対しての保険給付を，医療機関等（病院，診療所，薬局）から直接に療養という現物をもって行うもの 療養費等：療養の給付を行うことが困難な場合，又は緊急その他やむを得ない場合等において，被保険者が療養に要した費用の全額を医療機関等に支払った後に，被保険者の申請により，保険者からその費用に係る保険給付を行うもの 費用額：診療報酬点数に点数単価（1 点 10 円）を乗じて得た額 診療費：病院，診療所における入院・入院外・歯科の療養の給付（療養の給付等のうち薬局での調剤・入院時食事療養費・訪問療養費を除く。）に係る「費用額」 医療費：「療養の給付等」と「療養費等」に係る「費用額」を合算したもの 
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出典：平成 28年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28年 7 月 19 日〕 



３　地域差指数３　地域差指数３　地域差指数３　地域差指数
23年度 24年度 25年度 26年度県計 1.140 1.126 1.104 1.1271 広島市 1.161 1.136 1.084 1.1402 呉  市 1.225 1.209 1.212 1.2173 竹原市 1.265 1.195 1.169 1.1984 三原市 1.145 1.139 1.152 1.1595 尾道市 1.130 1.166 1.144 1.1658 福山市 1.063 1.055 1.080 1.0589 府中市 1.044 1.032 1.058 1.09610 三次市 1.295 1.288 1.225 1.21911 庄原市 1.095 1.119 1.176 1.20212 大竹市 1.107 1.123 1.250 1.24514 府中町 1.129 1.103 1.113 1.07716 海田町 1.107 1.101 1.060 1.14219 熊野町 1.187 1.118 1.090 1.19221 坂  町 1.281 1.178 1.334 1.28722 江田島市 1.365 1.261 1.279 1.25628 廿日市市 1.061 1.064 1.066 1.06044 安芸太田町 1.410 1.401 1.285 1.27347 北広島町 1.090 1.065 1.184 1.09251 安芸高田市 1.357 1.245 1.270 1.26458 東広島市 1.084 1.063 1.058 1.03273 大崎上島町 1.337 1.279 1.281 1.47181 世羅町 1.064 1.011 0.998 0.93792 神石高原町 0.998 1.016 0.937 0.902※1　地域差指数は，地域の1人当たり医療費につき人口の年齢構成の相違による影響を補正し，　指数化（全国を1）したもの。※2　掲載値は，各年度の実績医療費に基づいて，厚生労働省が，間接法により算出した特別事情　控除前の数値。※3　当該市町に係る前期高齢被保険者加入割合の全国平均との差異によって，前期高齢被保険者　1人当たり給付費を調整している。　出典：国民健康保険基準給付費基礎調査（厚生労働省）

番号  保険者名 地域差指数
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保険者番号（H02） 保険者名 被保険者数　一般　計(人) 被保険者数　退職　計(人) 被保険者数　計(人) 所得状況　一般被保険者(千円) 所得状況　退職被保険者(千円) 所得状況　計(千円) 一般被保険者一人当り所得(千円) 退職被保険者一人当り所得(千円) 全被保険者一人当り所得(千円)① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ④/① ⑤/② ⑥/③1 広島市                                  257,867 7,991 265,858 171,456,484 6,255,750 177,712,234 665 783 6682 呉市                                    49,022 2,308 51,330 25,484,697 1,366,031 26,850,728 520 592 5233 竹原市                                  6,765 425 7,190 2,992,077 284,879 3,276,956 442 670 4564 三原市                                  21,859 1,002 22,861 11,416,229 586,415 12,002,644 522 585 5255 尾道市                                  33,969 1,897 35,866 17,269,280 1,063,838 18,333,118 508 561 5118 福山市                                  103,134 5,240 108,374 54,291,358 3,146,868 57,438,226 526 601 5309 府中市                                  8,740 594 9,334 4,254,507 310,427 4,564,934 487 523 48910 三次市                                  11,275 758 12,033 5,970,041 415,388 6,385,429 529 548 53111 庄原市                                  7,989 610 8,599 3,859,339 342,465 4,201,804 483 561 48912 大竹市                                  7,112 440 7,552 4,258,790 272,608 4,531,398 599 620 60014 府中町                                  10,811 465 11,276 7,756,137 374,524 8,130,661 717 805 72116 海田町                                  6,047 281 6,328 4,216,243 214,665 4,430,908 697 764 70019 熊野町                                  6,391 209 6,600 3,818,653 110,555 3,929,208 598 529 59521 坂町                                    2,957 106 3,063 1,643,363 66,026 1,709,389 556 623 55822 江田島市                                7,266 267 7,533 4,146,640 116,277 4,262,917 571 435 56628 廿日市市                                26,873 1,505 28,378 18,504,163 1,098,151 19,602,314 689 730 69144 安芸太田町                              1,657 91 1,748 790,950 57,424 848,374 477 631 48547 北広島町                                4,242 310 4,552 2,246,625 208,248 2,454,873 530 672 53951 安芸高田市                              6,467 513 6,980 4,269,844 396,718 4,666,562 660 773 66958 東広島市                                36,688 1,079 37,767 20,844,945 666,335 21,511,280 568 618 57073 大崎上島町                              2,114 121 2,235 1,029,665 72,007 1,101,672 487 595 49381 世羅町                                  3,850 269 4,119 1,786,341 127,614 1,913,955 464 474 46592 神石高原町                              2,176 167 2,343 999,620 88,005 1,087,625 459 527 464広島県計 625,271 26,648 651,919 373,305,991 17,641,218 390,947,209 597 662 600全国平均 - - - - - - - - 665※　所得(旧ただし書き方式による課税標準額(平成26年))出典：平成27年度国民健康保険実態調査報告(厚生労働省保険局)旧ただし書き方式：旧地方税法第292条第4項ただし書きの課税総所得金額と同じ方式によって算定され，国民健康保険法施行令第29条の7第2項第4号に規定されているもの。一般に低所得者が多いと言われる国保保険者では，課税所得の範囲が広い当該方式で所得割額を算定することが原則となっている。所得：国民健康保険実態調査報告における「所得」とは，「総所得金額及び山林所得金額」（地方税法第314条の2第1項）に「雑損失の繰越控除額」（地方税法第313条第9項）と「分離譲渡所得金額」（地方税法附則第34条第4項など）を加えた所得総額（基礎控除前）に相当するもの
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４所得の状況
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出典：平成 28年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28年 7 月 19 日〕 
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５ 保険料（税）率表（平成 28 年度） 

（１）医療分 

 

 出典：広島県調べ 
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（２）後期高齢者支援金分 

 

 

 出典：広島県調べ 



 

- 12 -  

（３）介護分 

 

 

 

 

出典：広島県調べ 
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出典：広島県調べ  

収納率：現年収納額を現年調定額（居所不明者を除く。）で除して得た率 



  

県内市町の合計 

    
参考：全国（市町村）の「決算補填等目的分計」の合計 

 

７
 
財
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計
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入
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（
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定
外
）
の
内
訳
 

出典：広島県調べ 
出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省保険局） 
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 出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省保険局）・広島県調べ 

-16- 

実質収支：一般被保険者の医療分に係る決算収支の収支差引残に国庫支出金精算額を加え，一般被保険者に係る未払額（国庫負担相当額を除く。）を差し引いたもの 
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出典：広島県調べ 
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単年度経常収支：実質収支から一般被保険者の医療分に係る繰越金と基金等繰入金を差し引き，基金等積立金と前年度繰上充用金を加えたもの 
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８ 市町国民健康保険の状況など 

（１）市町国民健康保険の状況（平成 27 年度） 

 

 出典：広島県調べ 
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出典：平成 28年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28年 7 月 19 日〕 
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出典：平成 28年度都道府県ブロック会議（中国ブロック）〔厚生労働省主催 平成 28年 7 月 19 日〕 
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出典：全国高齢者医療主管課（部）長及び国民健康保険主管課（部）長並びに後期高齢者医療連合事務局長会議〔厚生労働省主催 平成 29年 1月 12日〕 
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出典：厚生労働省ホームページ ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞健康・医療＞医療保険＞「我が国の医療保険について」（Ｈ29.1.5） 
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源
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成
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出典：厚生労働省ホームページ ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞健康・医療＞医療保険＞「我が国の医療保険について」（Ｈ29.1.5） 
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 平成三十年四月一日施行後の国民健康保険法（抜粋） （昭和三十三年法律第百九十二号） 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 都道府県及び市町村（第五条―第十二条） 第三章 国民健康保険組合 第一節 通則（第十三条―第二十二条） 第二節 管理（第二十三条―第三十一条） 第三節 解散及び合併（第三十二条―第三十四条） 第四節 雑則（第三十五条） 
第四章 保険給付 

第一節 療養の給付等（第三十六条―第五十七条の三） 

第二節 その他の給付（第五十八条） 

第三節 保険給付の制限（第五十九条―第六十三条の二） 

第四節 雑則（第六十四条―第六十八条） 

第五章 費用の負担（第六十九条―第八十一条の三） 

第六章 保健事業（第八十二条） 

第六章の二 国民健康保険運営方針等（第八十二条の二・第八十二条の三） 第七章 国民健康保険団体連合会（第八十三条―第八十六条） 第八章 診療報酬審査委員会（第八十七条―第九十条） 第九章 審査請求（第九十一条―第百三条） 
第九章の二 保健事業等に関する援助等（第百四条・第百五条） 

第十章 監督（第百六条―第百九条） 

第十一章 雑則（第百十条―第百二十条） 第十二章 罰則（第百二十条の二―第百二十八条） 
附則 

 

第一章 総則 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もつて社会保

障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする。 

（国民健康保険） 

第二条 国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要

な保険給付を行うものとする。 

第三条 都道府県は、当該都道府県内の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

とともに、この法律の定めるところにより、国民健康保険を行うものとする。 ２ （略） 
（国、都道府県及び市町村の責務） 

参考資料４ 
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第四条 国は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるよう必要な各般の措置を講ずるとともに、第一条に規定する目的の達成に資するため、保健、医療及び福祉に関する施策その他の関連施策を積極的に推進するものとする。 
２ 都道府県は、安定的な財政運営、市町村の国民健康保険事業の効率的な実

施の確保その他の都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業

の健全な運営について中心的な役割を果たすものとする。 ３ 市町村は、被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項、国民健康保険の保険料（地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）の規定による国民健康保険税を含む。第九条第三項、第七項及び第十項、第十一条第二項、第六十三条の二、第八十一条の二第一項各号並びに第九項第二号及び第三号、第八十二条の二第二項第二号及び第三号並びに附則第七条第一項第三号並びに第二十一条第三項第三号及び第四項第三号において同じ。）の徴収、保健事業の実施その他の国民健康保険事業を適切に実施するものとする。 
４ 都道府県及び市町村は、前二項の責務を果たすため、保健医療サービス及

び福祉サービスに関する施策その他の関連施策との有機的な連携を図るもの

とする。 

５ 都道府県は、第二項及び前項に規定するもののほか、国民健康保険事業の

運営が適切かつ円滑に行われるよう、国民健康保険組合その他の関係者に対

し、必要な指導及び助言を行うものとする。 

第二章 都道府県及び市町村 

（被保険者） 

第五条 都道府県の区域内に住所を有する者は、当該都道府県が当該都道府県

内の市町村とともに行う国民健康保険の被保険者とする。 

（適用除外） 

第六条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、都道

府県が当該都道府県内の市町村とともに行う国民健康保険（以下「都道府県

等が行う国民健康保険」という。）の被保険者としない。 

一 健康保険法（大正十一年法律第七十号）の規定による被保険者。ただし、

同法第三条第二項の規定による日雇特例被保険者を除く。 

二 船員保険法（昭和十四年法律第七十三号）の規定による被保険者 

三 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）又は地方公務

員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）に基づく共済組合の組

合員 

四 私立学校教職員共済法（昭和二十八年法律第二百四十五号）の規定によ

る私立学校教職員共済制度の加入者 

五 健康保険法の規定による被扶養者。ただし、同法第三条第二項の規定に

よる日雇特例被保険者の同法の規定による被扶養者を除く。 

六 船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法律において準用する場合を

含む。）又は地方公務員等共済組合法の規定による被扶養者 

七 健康保険法第百二十六条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受

け、その手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまで
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の間にある者及び同法の規定によるその者の被扶養者。ただし、同法第三

条第二項ただし書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例被

保険者とならない期間内にある者及び同法第百二十六条第三項の規定によ

り当該日雇特例被保険者手帳を返納した者並びに同法の規定によるその者

の被扶養者を除く。 

八 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）の規定

による被保険者 

九 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）による保護を受けている

世帯（その保護を停止されている世帯を除く。）に属する者 

十 国民健康保険組合の被保険者 

十一 その他特別の理由がある者で厚生労働省令で定めるもの 

（資格取得の時期） 

第七条 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者は、都道府県の区域内に住

所を有するに至つた日又は前条各号のいずれにも該当しなくなつた日から、

その資格を取得する。 

（資格喪失の時期） 

第八条 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者は、都道府県の区域内に住

所を有しなくなつた日の翌日又は第六条各号（第九号及び第十号を除く。）

のいずれかに該当するに至つた日の翌日から、その資格を喪失する。ただし、

都道府県の区域内に住所を有しなくなつた日に他の都道府県の区域内に住所

を有するに至つたときは、その日から、その資格を喪失する。 

２ 都道府県等が行う国民健康保険の被保険者は、第六条第九号又は第十号に

該当するに至つた日から、その資格を喪失する。 （届出等） 第九条 世帯主は、厚生労働省令で定めるところにより、その世帯に属する被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項その他必要な事項を市町村に届け出なければならない。 ２ 世帯主は、当該世帯主が住所を有する市町村に対し、その世帯に属する全ての被保険者に係る被保険者証の交付を求めることができる。 ３ 市町村は、保険料を滞納している世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限り、その世帯に属する全ての被保険者が原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）による一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関する給付（第六項及び第八項において「原爆一般疾病医療費の支給等」という。）を受けることができる世帯主を除く。）が、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該世帯主に対し被保険者証の返還を求めるものとする。 ４ 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、同項に規定する世帯主に対し被保険者証の返還を求めることができる。ただし、同項に規定する政令で定める特別の事情があると認められるときは、この限りでない。 ５ 前二項の規定により被保険者証の返還を求められた世帯主は、市町村に当該被保険者証を
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返還しなければならない。 ６ 前項の規定により世帯主が被保険者証を返還したときは、市町村は、当該世帯主に対し、その世帯に属する被保険者（原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者及び十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者を除く。）に係る被保険者資格証明書（その世帯に属する被保険者の一部が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者又は十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者であるときは当該被保険者資格証明書及びそれらの者に係る被保険者証（十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者（原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者を除く。）にあつては、有効期間を六月とする被保険者証。以下この項において同じ。）、その世帯に属するすべての被保険者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者又は十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者であるときはそれらの者に係る被保険者証）を交付する。 ７ 市町村は、被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主が滞納している保険料を完納したとき又はその者に係る滞納額の著しい減少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるときは、当該世帯主に対し、その世帯に属するすべての被保険者に係る被保険者証を交付する。 ８ 世帯主が被保険者資格証明書の交付を受けている場合において、その世帯に属する被保険者が原爆一般疾病医療費の支給等を受けることができる者となつたときは、市町村は、当該世帯主に対し、当該被保険者に係る被保険者証を交付する。 ９ 世帯主は、その世帯に属する被保険者がその資格を喪失したときは、厚生労働省令の定めるところにより、速やかに、市町村にその旨を届け出るとともに、当該被保険者に係る被保険者証又は被保険者資格証明書を返還しなければならない。 １０ 市町村は、被保険者証及び被保険者資格証明書の有効期間を定めることができる。この場合において、この法律の規定による保険料を滞納している世帯主（第三項の規定により市町村が被保険者証の返還を求めるものとされる者を除く。）及びその世帯に属する被保険者、国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）の規定による保険料を滞納している世帯主（同法第八十八条第二項の規定により保険料を納付する義務を負う者を含み、厚生労働大臣が厚生労働省令で定める要件に該当するものと認め、その旨を市町村に通知した者に限る。）及びその世帯に属する被保険者その他厚生労働省令で定める者の被保険者証については、特別の有効期間を定めることができる。ただし、十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者が属する世帯に属する被保険者の被保険者証について六月未満の特別の有効期間を定める場合においては、当該者に係る被保険者証の特別の有効期間は、六月以上としなければならない。 １１ 市町村は、前項の規定により被保険者証又は被保険者資格証明書の有効期間を定める場合（被保険者証につき特別の有効期間を定める場合を含む。）には、同一の世帯に属するすべての被保険者（同項ただし書に規定する場合における当該世帯に属する十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者その他厚生労働省令で定める者を除く。）について同一の有効期間を定めなければならない。 １２ 第十項の規定による厚生労働大臣の通知の権限に係る事務は、日本年金機構に行わせるものとする。 
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１３～１５ （略） 

（特別会計） 

第十条 都道府県及び市町村は、国民健康保険に関する収入及び支出について、

政令で定めるところにより、それぞれ特別会計を設けなければならない。 

（国民健康保険事業の運営に関する協議会） 

第十一条 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところに

より都道府県が処理することとされている事務に係るものであつて、第七十

五条の七第一項の規定による国民健康保険事業費納付金の徴収、第八十二条

の二第一項の規定による都道府県国民健康保険運営方針の作成その他の重要

事項に限る。）を審議させるため、都道府県に都道府県の国民健康保険事業

の運営に関する協議会を置く。 ２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理することとされている事務に係るものであつて、第四章の規定による保険給付、第七十六条第一項の規定による保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会を置く。 
３ 前二項に定める協議会は、前二項に定めるもののほか、国民健康保険事業

の運営に関する事項（第一項に定める協議会にあつてはこの法律の定めると

ころにより都道府県が処理することとされている事務に係るものに限り、前

項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより市町村が処理す

ることとされている事務に係るものに限る。）を審議することができる。 

４ 前三項に規定するもののほか、第一項及び第二項に定める協議会に関して

必要な事項は、政令で定める。 第十二条 削除〔平成二二年五月法律三五号〕 第三章 国民健康保険組合（この章の記載は省略） 第四章 保険給付 第一節 療養の給付等 （療養の給付） 第三十六条 市町村及び組合は、被保険者の疾病及び負傷に関しては、次の各号に掲げる療養の給付を行う。ただし、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 一 診察 二 薬剤又は治療材料の支給 三 処置、手術その他の治療 四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 ２ 次に掲げる療養に係る給付は、前項の給付に含まれないものとする。 一 食事の提供たる療養であつて前項第五号に掲げる療養と併せて行うもの（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定する療養病床への入院及びその療養に伴う世話その他の看護であつて、当該療養を受ける際、六十五歳に達する日の属する月の翌月以後である被保険者（以下「特定長期入院被保険者」という。）に係るものを除く。
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以下「食事療養」という。） 二 次に掲げる療養であつて前項第五号に掲げる療養と併せて行うもの（特定長期入院被保険者に係るものに限る。以下「生活療養」という。） イ 食事の提供たる療養 ロ 温度、照明及び給水に関する適切な療養環境の形成たる療養 三 評価療養（健康保険法第六十三条第二項第三号に規定する評価療養をいう。以下同じ。） 四 患者申出療養（健康保険法第六十三条第二項第四号に規定する患者申出療養をいう。以下同じ。） 五 選定療養（健康保険法第六十三条第二項第五号に規定する選定療養をいう。以下同じ。） ３ 被保険者が第一項の給付を受けようとするときは、自己の選定する保険医療機関又は保険薬局（健康保険法第六十三条第三項第一号に規定する保険医療機関又は保険薬局をいう。以下同じ。）に被保険者証を提出して、そのものについて受けるものとする。ただし、厚生労働省令で定める場合に該当するときは、被保険者証を提出することを要しない。 第三十七条から第三十九条まで 削除〔平成六年六月法律五六号〕 （保険医療機関等の責務） 第四十条 保険医療機関若しくは保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）又は保険医若しくは保険薬剤師（健康保険法第六十四条に規定する保険医又は保険薬剤師をいう。以下同じ。）が、国民健康保険の療養の給付を担当し、又は国民健康保険の診療若しくは調剤に当たる場合の準則については、同法第七十条第一項及び第七十二条第一項の規定による厚生労働省令の例による。 ２ 前項の場合において、同項に規定する厚生労働省令の例により難いとき又はよることが適当と認められないときの準則については、厚生労働省令で定める。 （厚生労働大臣又は都道府県知事の指導） 第四十一条 保険医療機関等は療養の給付に関し、保険医及び保険薬剤師は国民健康保険の診療又は調剤に関し、厚生労働大臣又は都道府県知事の指導を受けなければならない。 ２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、前項の指導をする場合において、必要があると認めるときは、診療又は調剤に関する学識経験者をその関係団体の指定により指導に立ち会わせるものとする。ただし、関係団体が指定を行わない場合又は指定された者が立ち会わない場合は、この限りでない。 （療養の給付を受ける場合の一部負担金） 第四十二条 第三十六条第三項の規定により保険医療機関等について療養の給付を受ける者は、その給付を受ける際、次の各号の区分に従い、当該給付につき第四十五条第二項又は第三項の規定により算定した額に当該各号に掲げる割合を乗じて得た額を、一部負担金として、当該保険医療機関等に支払わなければならない。 一 六歳に達する日以後の最初の三月三十一日の翌日以後であつて七十歳に達する日の属する月以前である場合 十分の三 二 六歳に達する日以後の最初の三月三十一日以前である場合 十分の二 三 七十歳に達する日の属する月の翌月以後である場合（次号に掲げる場合を除く。） 十分の二 四 七十歳に達する日の属する月の翌月以後である場合であつて、当該療養の給付を受ける
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者の属する世帯に属する被保険者（七十歳に達する日の属する月の翌月以後である場合に該当する者その他政令で定める者に限る。）について政令の定めるところにより算定した所得の額が政令で定める額以上であるとき 十分の三 ２ 保険医療機関等は、前項の一部負担金（第四十三条第一項の規定により一部負担金の割合が減ぜられたときは、同条第二項に規定する保険医療機関等にあつては、当該減ぜられた割合による一部負担金とし、第四十四条第一項第一号の措置が採られたときは、当該減額された一部負担金とする。）の支払を受けるべきものとし、保険医療機関等が善良な管理者と同一の注意をもつてその支払を受けることに努めたにもかかわらず、なお被保険者が当該一部負担金の全部又は一部を支払わないときは、市町村及び組合は、当該保険医療機関等の請求に基づき、この法律の規定による徴収金の例によりこれを処分することができる。 第四十二条の二 前条第一項の規定により一部負担金を支払う場合においては、同項の一部負担金の額に五円未満の端数があるときは、これを切り捨て、五円以上十円未満の端数があるときは、これを十円に切り上げるものとする。 第四十三条 市町村及び組合は、政令で定めるところにより、条例又は規約で、第四十二条第一項に規定する一部負担金の割合を減ずることができる。 ２ 前項の規定により一部負担金の割合が減ぜられたときは、市町村又は組合が開設者の同意を得て定める保険医療機関等について療養の給付を受ける被保険者は、第四十二条第一項の規定にかかわらず、その減ぜられた割合による一部負担金を当該保険医療機関等に支払うをもつて足りる。 ３ 第一項の規定により一部負担金の割合が減ぜられた場合において、被保険者が前項に規定する保険医療機関等以外の保険医療機関等について療養の給付を受けたときは、市町村及び組合は、当該被保険者が第四十二条第一項の規定により当該保険医療機関等に支払つた一部負担金と第一項の規定により減ぜられた割合による一部負担金との差額を当該被保険者に支給しなければならない。 ４ 前条の規定は、第二項の場合における一部負担金の支払について準用する。 第四十四条 市町村及び組合は、特別の理由がある被保険者で、保険医療機関等に第四十二条又は前条の規定による一部負担金を支払うことが困難であると認められるものに対し、次の各号の措置を採ることができる。 一 一部負担金を減額すること。 二 一部負担金の支払を免除すること。 三 保険医療機関等に対する支払に代えて、一部負担金を直接に徴収することとし、その徴収を猶予すること。 ２ 前項の措置を受けた被保険者は、第四十二条第一項及び前条第二項の規定にかかわらず、前項第一号の措置を受けた被保険者にあつては、その減額された一部負担金を保険医療機関等に支払うをもつて足り、同項第二号又は第三号の措置を受けた被保険者にあつては、一部負担金を保険医療機関等に支払うことを要しない。 ３ 第四十二条の二の規定は、前項の場合における一部負担金の支払について準用する。 （保険医療機関等の診療報酬） 第四十五条 市町村及び組合は、療養の給付に関する費用を保険医療機関等に支払うものとし、保険医療機関等が療養の給付に関し市町村又は組合に請求することができる費用の額は、療
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養の給付に要する費用の額から、当該療養の給付に関し被保険者（第五十七条に規定する場合にあつては、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員）が当該保険医療機関等に対して支払わなければならない一部負担金に相当する額を控除した額とする。 ２ 前項の療養の給付に要する費用の額の算定については、健康保険法第七十六条第二項の規定による厚生労働大臣の定めの例による。 ３ 市町村及び組合は、都道府県知事の認可を受け、保険医療機関等との契約により、当該保険医療機関等において行われる療養の給付に関する第一項の療養の給付に要する費用の額につき、前項の規定により算定される額の範囲内において、別段の定めをすることができる。 ４ 市町村及び組合は、保険医療機関等から療養の給付に関する費用の請求があつたときは、第四十条に規定する準則並びに第二項に規定する額の算定方法及び前項の定めに照らして審査した上、支払うものとする。 ５ 市町村及び組合は、前項の規定による審査及び支払に関する事務を都道府県の区域を区域とする国民健康保険団体連合会（加入している都道府県、市町村及び組合の数がその区域内の都道府県、市町村及び組合の総数の三分の二に達しないものを除く。）又は社会保険診療報酬支払基金法（昭和二十三年法律第百二十九号）による社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）に委託することができる。 ６ 国民健康保険団体連合会は、前項の規定及び健康保険法第七十六条第五項の規定による委託を受けて行う診療報酬請求書の審査に関する事務のうち厚生労働大臣の定める診療報酬請求書の審査に係るものを、一般社団法人又は一般財団法人であつて、審査に関する組織その他の事項につき厚生労働省令で定める要件に該当し、当該事務を適正かつ確実に実施することができると認められるものとして厚生労働大臣が指定するものに委託することができる。 ７ 前項の規定により厚生労働大臣の定める診療報酬請求書の審査に係る事務の委託を受けた者は、当該診療報酬請求書の審査を厚生労働省令で定める要件に該当する者に行わせなければならない。 ８ 前各項に規定するもののほか、保険医療機関等の療養の給付に関する費用の請求に関して必要な事項は、厚生労働省令で定める。 （保険医療機関等の報告等） 第四十五条の二 厚生労働大臣又は都道府県知事は、療養の給付に関して必要があると認めるときは、保険医療機関等若しくは保険医療機関等の開設者若しくは管理者、保険医、保険薬剤師その他の従業者であつた者（以下この項において「開設者であつた者等」という。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、保険医療機関等の開設者若しくは管理者、保険医、保険薬剤師その他の従業者（開設者であつた者等を含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは保険医療機関等について設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 ２ 前項の規定による質問又は検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 ３ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 ４ 第四十一条第二項の規定は、第一項の規定による質問又は検査について準用する。 ５ 都道府県知事は、保険医療機関等につきこの法律による療養の給付に関し健康保険法第八
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十条の規定による処分が行われる必要があると認めるとき、又は保険医若しくは保険薬剤師につきこの法律による診療若しくは調剤に関し健康保険法第八十一条の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、その旨を厚生労働大臣に通知しなければならない。 （健康保険法の準用） 第四十六条 健康保険法第六十四条及び第八十二条第一項の規定は、本法による療養の給付について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 第四十七条から第五十一条まで 削除〔平成六年六月法律五六号〕 （入院時食事療養費） 第五十二条 市町村及び組合は、被保険者（特定長期入院被保険者を除く。）が、自己の選定する保険医療機関について第三十六条第一項第五号に掲げる療養の給付と併せて受けた食事療養に要した費用について、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、入院時食事療養費を支給する。ただし、当該世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ２ 入院時食事療養費の額は、当該食事療養につき健康保険法第八十五条第二項の規定による厚生労働大臣の定める基準の例により算定した費用の額（その額が現に当該食事療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に食事療養に要した費用の額とする。）から、同項に規定する食事療養標準負担額（以下単に「食事療養標準負担額」という。）を控除した額とする。 ３ 被保険者が保険医療機関について食事療養を受けたときは、市町村及び組合は、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該保険医療機関に支払うべき食事療養に要した費用について、入院時食事療養費として当該世帯主又は組合員に対し支給すべき額の限度において、当該世帯主又は組合員に代わり、当該保険医療機関に支払うことができる。 ４ 前項の規定による支払があつたときは、世帯主又は組合員に対し入院時食事療養費の支給があつたものとみなす。 ５ 保険医療機関は、食事療養に要した費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした世帯主又は組合員に対し、厚生労働省令の定めるところにより、領収証を交付しなければならない。 ６ 健康保険法第六十四条並びに本法第三十六条第三項、第四十条、第四十一条、第四十五条第三項から第八項まで及び第四十五条の二の規定は、保険医療機関について受けた食事療養及びこれに伴う入院時食事療養費の支給について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 （入院時生活療養費） 第五十二条の二 市町村及び組合は、特定長期入院被保険者が、自己の選定する保険医療機関について第三十六条第一項第五号に掲げる療養の給付と併せて受けた生活療養に要した費用について、当該特定長期入院被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、入院時生活療養費を支給する。ただし、当該世帯主又は組合員が当該特定長期入院被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ２ 入院時生活療養費の額は、当該生活療養につき健康保険法第八十五条の二第二項の規定に
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よる厚生労働大臣の定める基準の例により算定した費用の額（その額が現に当該生活療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に生活療養に要した費用の額とする。）から、同項に規定する生活療養標準負担額（以下「生活療養標準負担額」という。）を控除した額とする。 ３ 健康保険法第六十四条並びに本法第三十六条第三項、第四十条、第四十一条、第四十五条第三項から第八項まで、第四十五条の二及び前条第三項から第五項までの規定は、保険医療機関について受けた生活療養及びこれに伴う入院時生活療養費の支給について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 （保険外併用療養費） 第五十三条 市町村及び組合は、被保険者が自己の選定する保険医療機関等について評価療養、患者申出療養又は選定療養を受けたときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、その療養に要した費用について、保険外併用療養費を支給する。ただし、当該世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ２ 保険外併用療養費の額は、第一号に規定する額（当該療養に食事療養が含まれるときは、当該額及び第二号に規定する額の合算額、当該療養に生活療養が含まれるときは、当該額及び第三号に規定する額の合算額）とする。 一 当該療養（食事療養及び生活療養を除く。）につき健康保険法第八十六条第二項第一号の規定による厚生労働大臣の定めの例により算定した費用の額（その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に療養に要した費用の額とする。）から、その額に第四十二条第一項各号の区分に応じ、同項各号に掲げる割合（第四十三条第一項の規定により一部負担金の割合が減ぜられたときは、当該減ぜられた割合とする。）を乗じて得た額（療養の給付に係る第四十二条第一項の一部負担金について第四十四条第一項各号の措置が採られるべきときは、当該措置が採られたものとした場合の額とする。）を控除した額 二 当該食事療養につき健康保険法第八十五条第二項の規定による厚生労働大臣の定める基準の例により算定した費用の額（その額が現に当該食事療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に食事療養に要した費用の額とする。）から、食事療養標準負担額を控除した額 三 当該生活療養につき健康保険法第八十五条の二第二項の規定による厚生労働大臣の定める基準の例により算定した費用の額（その額が現に当該生活療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に生活療養に要した費用の額とする。）から、生活療養標準負担額を控除した額 ３ 健康保険法第六十四条並びに本法第三十六条第三項、第四十条、第四十一条、第四十五条第三項から第八項まで、第四十五条の二及び第五十二条第三項から第五項までの規定は、保険医療機関等について受けた評価療養、患者申出療養及び選定療養並びにこれらに伴う保険外併用療養費の支給について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 ４ 第四十二条の二の規定は、前項において準用する第五十二条第三項の場合において当該療養につき第二項の規定により算定した費用の額（その額が現に療養に要した費用の額を超え



- 11 -  

るときは、当該現に療養に要した費用の額とする。）から当該療養に要した費用について保険外併用療養費として支給される額に相当する額を控除した額の支払について準用する。 （療養費） 第五十四条 市町村及び組合は、療養の給付若しくは入院時食事療養費、入院時生活療養費若しくは保険外併用療養費の支給（以下この項及び次項において「療養の給付等」という。）を行うことが困難であると認めるとき、又は被保険者が保険医療機関等以外の病院、診療所若しくは薬局その他の者について診療、薬剤の支給若しくは手当を受けた場合において、市町村又は組合がやむを得ないものと認めるときは、療養の給付等に代えて、療養費を支給することができる。ただし、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ２ 市町村及び組合は、被保険者が被保険者証を提出しないで保険医療機関等について診療又は薬剤の支給を受けた場合において、被保険者証を提出しなかつたことが、緊急その他やむを得ない理由によるものと認めるときは、療養の給付等に代えて、療養費を支給するものとする。ただし、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ３ 療養費の額は、当該療養（食事療養及び生活療養を除く。）について算定した費用の額から、その額に第四十二条第一項各号の区分に応じ、同項各号に掲げる割合を乗じて得た額を控除した額及び当該食事療養又は生活療養について算定した費用の額から食事療養標準負担額又は生活療養標準負担額を控除した額を基準として、市町村又は組合が定める。 ４ 前項の費用の額の算定については、療養の給付を受けるべき場合においては第四十五条第二項の規定を、入院時食事療養費の支給を受けるべき場合においては第五十二条第二項の規定を、入院時生活療養費の支給を受けるべき場合においては第五十二条の二第二項の規定を、保険外併用療養費の支給を受けるべき場合においては前条第二項の規定を準用する。ただし、その額は、現に療養に要した費用の額を超えることができない。 （訪問看護療養費） 第五十四条の二 市町村及び組合は、被保険者が指定訪問看護事業者（健康保険法第八十八条第一項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下同じ。）について指定訪問看護（同項に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）を受けたときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、その指定訪問看護に要した費用について、訪問看護療養費を支給する。ただし、当該世帯主又は組合員が当該被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている間は、この限りでない。 ２ 前項の訪問看護療養費は、厚生労働省令で定めるところにより市町村又は組合が必要と認める場合に限り、支給するものとする。 ３ 被保険者が指定訪問看護を受けようとするときは、自己の選定する指定訪問看護事業者に被保険者証を提出して、そのものについて受けるものとする。 ４ 訪問看護療養費の額は、当該指定訪問看護につき健康保険法第八十八条第四項の規定による厚生労働大臣の定めの例により算定した費用の額から、その額に第四十二条第一項各号の区分に応じ、同項各号に掲げる割合（第四十三条第一項の規定により一部負担金の割合が減ぜられたときは、当該減ぜられた割合とする。）を乗じて得た額（療養の給付について第四十四条第一項各号の措置が採られるべきときは、当該措置が採られたものとした場合の額と
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する。）を控除した額とする。 ５ 被保険者が指定訪問看護事業者について指定訪問看護を受けたときは、市町村及び組合は、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が当該指定訪問看護事業者に支払うべき当該指定訪問看護に要した費用について、訪問看護療養費として当該世帯主又は組合員に対し支給すべき額の限度において、当該世帯主又は組合員に代わり、当該指定訪問看護事業者に支払うことができる。 ６ 前項の規定による支払があつたときは、世帯主又は組合員に対し訪問看護療養費の支給があつたものとみなす。 ７ 第四十二条の二の規定は、第五項の場合において第四項の規定により算定した費用の額から当該指定訪問看護に要した費用について訪問看護療養費として支給される額に相当する額を控除した額の支払について準用する。 ８ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護に要した費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした世帯主又は組合員に対し、厚生労働省令の定めるところにより、領収証を交付しなければならない。 ９ 市町村及び組合は、指定訪問看護事業者から訪問看護療養費の請求があつたときは、第四項に規定する額の算定方法及び次項に規定する準則に照らして審査した上、支払うものとする。 １０ 指定訪問看護事業者が、国民健康保険の指定訪問看護を提供する場合の準則については、健康保険法第九十二条第二項に規定する指定訪問看護の事業の運営に関する基準（指定訪問看護の取扱いに関する部分に限る。）の例によるものとし、これにより難いとき又はよることが適当と認められないときの準則については、厚生労働省令で定める。 １１ 指定訪問看護は、第三十六条第一項各号に掲げる療養に含まれないものとする。 １２ 健康保険法第九十二条第三項及び本法第四十五条第五項から第八項までの規定は、指定訪問看護事業者について受けた指定訪問看護及びこれに伴う訪問看護療養費の支給について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 （厚生労働大臣又は都道府県知事の指導） 第五十四条の二の二 指定訪問看護事業者及び当該指定に係る事業所の看護師その他の従業者は、指定訪問看護に関し、厚生労働大臣又は都道府県知事の指導を受けなければならない。 （報告等） 第五十四条の二の三 厚生労働大臣又は都道府県知事は、訪問看護療養費の支給に関して必要があると認めるときは、指定訪問看護事業者又は指定訪問看護事業者であつた者若しくは当該指定に係る事業所の看護師その他の従業者であつた者（以下この項において「指定訪問看護事業者であつた者等」という。）に対し報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定訪問看護事業者若しくは当該指定に係る事業所の看護師その他の従業者（指定訪問看護事業者であつた者等を含む。）に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定訪問看護事業者の当該指定に係る事業所について帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 ２ 第四十五条の二第二項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第三項の規定は、前項の規定による権限について準用する。 ３ 都道府県知事は、指定訪問看護事業者につきこの法律による指定訪問看護に関し健康保険
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法第九十五条の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、その旨を厚生労働大臣に通知しなければならない。 （特別療養費） 第五十四条の三 市町村及び組合は、世帯主又は組合員がその世帯に属する被保険者に係る被保険者資格証明書の交付を受けている場合において、当該被保険者が保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について療養を受けたときは、当該世帯主又は組合員に対し、その療養に要した費用について、特別療養費を支給する。 ２ 健康保険法第六十四条並びに本法第三十六条第三項、第四十条、第四十一条、第四十五条第三項、第四十五条の二、第五十二条第五項、第五十三条第二項、第五十四条の二第三項、第八項及び第十項、第五十四条の二の二並びに前条の規定は、保険医療機関等又は指定訪問看護事業者について受けた特別療養費に係る療養及びこれに伴う特別療養費の支給について準用する。この場合において、第五十三条第二項中「保険外併用療養費の額」とあるのは「特別療養費の額」と、「健康保険法第八十六条第二項第一号」とあるのは「、被保険者証が交付されているならば療養の給付を受けることができる場合は健康保険法第七十六条第二項の規定による厚生労働大臣の定めの例により、被保険者証が交付されているならば保険外併用療養費の支給を受けることができる場合は同法第八十六条第二項第一号の規定による厚生労働大臣の定めの例により、被保険者証が交付されているならば訪問看護療養費の支給を受けることができる場合は同法第八十八条第四項」と読み替えるほか、その他の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 ３ 第一項に規定する場合において、当該世帯主又は組合員に対し当該被保険者に係る被保険者証が交付されているとすれば第五十四条第一項の規定が適用されることとなるときは、市町村及び組合は、療養費を支給することができる。 ４ 第一項に規定する場合において、被保険者が被保険者資格証明書を提出しないで保険医療機関等について診療又は薬剤の支給を受け、被保険者資格証明書を提出しなかつたことが、緊急その他やむを得ない理由によるものと認めるときは、市町村及び組合は、療養費を支給するものとする。 ５ 第五十四条第三項及び第四項の規定は、前二項の規定による療養費について準用する。この場合において、同条第四項中「療養の給付を受けるべき場合」とあるのは「被保険者証が交付されているならば療養の給付を受けることができる場合」と、「入院時食事療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは「被保険者証が交付されているならば入院時食事療養費の支給を受けることができる場合」と、「入院時生活療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは「被保険者証が交付されているならば入院時生活療養費の支給を受けることができる場合」と、「保険外併用療養費の支給を受けるべき場合」とあるのは「被保険者証が交付されているならば保険外併用療養費の支給を受けることができる場合」と読み替えるものとする。 （移送費） 第五十四条の四 市町村及び組合は、被保険者が療養の給付（保険外併用療養費に係る療養及び特別療養費に係る療養を含む。）を受けるため病院又は診療所に移送されたときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員に対し、移送費として、厚生労働省令で定めるところにより算定した額を支給する。 ２ 前項の移送費は、厚生労働省令で定めるところにより市町村又は組合が必要であると認め
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る場合に限り、支給するものとする。 （被保険者が日雇労働者又はその被扶養者となつた場合） 第五十五条 被保険者が第六条第七号に該当するに至つたためその資格を喪失した場合において、その資格を喪失した際現に療養の給付、入院時食事療養費に係る療養、入院時生活療養費に係る療養、保険外併用療養費に係る療養、訪問看護療養費に係る療養若しくは特別療養費に係る療養又は介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の規定による居宅介護サービス費に係る指定居宅サービス（同法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、特例居宅介護サービス費に係る居宅サービス（同法第八条第一項に規定する居宅サービスをいう。）若しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。）、地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着型サービス（同法第四十二条の二第一項に規定する指定地域密着型サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、特例地域密着型介護サービス費に係る地域密着型サービス（同法第八条第十四項に規定する地域密着型サービスをいう。）若しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。）、施設介護サービス費に係る指定施設サービス等（同法第四十八条第一項に規定する指定施設サービス等をいう。）（療養に相当するものに限る。）、特例施設介護サービス費に係る施設サービス（同法第八条第二十六項に規定する施設サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）、介護予防サービス費に係る指定介護予防サービス（同法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービスをいう。）（療養に相当するものに限る。）若しくは特例介護予防サービス費に係る介護予防サービス（同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービスをいう。）若しくはこれに相当するサービス（これらのサービスのうち療養に相当するものに限る。）を受けていたときは、その者は、当該疾病又は負傷及びこれによつて発した疾病について当該市町村又は組合から療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受けることができる。 ２ 前項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給は、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、行わない。 一 当該疾病又は負傷につき、健康保険法第五章の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、移送費の支給、家族療養費の支給、家族訪問看護療養費の支給又は家族移送費の支給を受けることができるに至つたとき。 二 その者が、第六条第一号から第六号まで、第八号、第九号又は第十一号のいずれかに該当するに至つたとき。 三 その者が、当該疾病又は負傷につき、他の市町村又は組合から療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給を受けることができるに至つたとき。 四 被保険者の資格を喪失した日から起算して六箇月を経過したとき。 ３ 第一項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給、特別療養費の支給又は移送費の支給は、当
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該疾病又は負傷につき、健康保険法第五章の規定による特別療養費の支給又は移送費の支給若しくは家族移送費の支給を受けることができる間は、行わない。 ４ 第一項の規定による療養の給付、入院時食事療養費の支給、入院時生活療養費の支給、保険外併用療養費の支給、訪問看護療養費の支給又は特別療養費の支給は、当該疾病又は負傷につき、介護保険法の規定によりそれぞれの給付に相当する給付を受けることができる場合には、行わない。 （他の法令による医療に関する給付との調整） 第五十六条 療養の給付又は入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、訪問看護療養費、特別療養費若しくは移送費の支給は、被保険者の当該疾病又は負傷につき、健康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法（他の法律において準用し、又は例による場合を含む。）、地方公務員等共済組合法若しくは高齢者の医療の確保に関する法律の規定によつて、医療に関する給付を受けることができる場合又は介護保険法の規定によつて、それぞれの給付に相当する給付を受けることができる場合には、行わない。労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）の規定による療養補償、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定による療養補償給付若しくは療養給付、国家公務員災害補償法（昭和二十六年法律第百九十一号。他の法律において準用する場合を含む。）の規定による療養補償、地方公務員災害補償法（昭和四十二年法律第百二十一号）若しくは同法に基づく条例の規定による療養補償その他政令で定める法令による医療に関する給付を受けることができるとき、又はこれらの法令以外の法令により国若しくは地方公共団体の負担において医療に関する給付が行われたときも、同様とする。 ２ 市町村及び組合は、前項に規定する法令による給付が医療に関する現物給付である場合において、その給付に関し一部負担金の支払若しくは実費徴収が行われ、かつ、その一部負担金若しくは実費徴収の額が、その給付がこの法律による療養の給付として行われたものとした場合におけるこの法律による一部負担金の額（第四十三条第一項の規定により第四十二条第一項の一部負担金の割合が減ぜられているときは、その減ぜられた割合による一部負担金の額）を超えるとき、又は前項に規定する法令（介護保険法を除く。）による給付が医療費の支給である場合において、その支給額が、当該療養につきこの法律による入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費又は移送費の支給をすべきものとした場合における入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費又は移送費の額に満たないときは、それぞれその差額を当該被保険者に支給しなければならない。 ３ 前項の場合において、被保険者が保険医療機関等について当該療養を受けたときは、市町村及び組合は、同項の規定により被保険者に支給すべき額の限度において、当該被保険者が保険医療機関等に支払うべき当該療養に要した費用を、当該被保険者に代わつて保険医療機関等に支払うことができる。ただし、当該市町村又は組合が第四十三条第一項の規定により一部負担金の割合を減じているときは、被保険者が同条第二項に規定する保険医療機関等について当該療養を受けた場合に限る。 ４ 前項の規定により保険医療機関等に対して費用が支払われたときは、その限度において、被保険者に対し第二項の規定による支給が行われたものとみなす。 （世帯主又は組合員でない被保険者に係る一部負担金等） 
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第五十七条 一部負担金の支払又は納付、第四十三条第三項又は前条第二項の規定による差額の支給及び療養費の支給に関しては、当該疾病又は負傷が世帯主又は組合員でない被保険者に係るものであるときは、これらの事項に関する各本条の規定にかかわらず、当該被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員が一部負担金を支払い、又は納付すべき義務を負い、及び当該世帯主又は組合員に対して第四十三条第三項若しくは前条第二項の規定による差額又は療養費を支給するものとする。 （高額療養費） 第五十七条の二 市町村及び組合は、療養の給付について支払われた一部負担金の額又は療養（食事療養及び生活療養を除く。次項において同じ。）に要した費用の額からその療養に要した費用につき保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費若しくは特別療養費として支給される額若しくは第五十六条第二項の規定により支給される差額に相当する額を控除した額（次条第一項において「一部負担金等の額」という。）が著しく高額であるときは、世帯主又は組合員に対し、高額療養費を支給する。ただし、当該療養について療養の給付、保険外併用療養費の支給、療養費の支給、訪問看護療養費の支給若しくは特別療養費の支給又は第五十六条第二項の規定による差額の支給を受けなかつたときは、この限りでない。 ２ 高額療養費の支給要件、支給額その他高額療養費の支給に関して必要な事項は、療養に必要な費用の負担の家計に与える影響及び療養に要した費用の額を考慮して、政令で定める。 （高額介護合算療養費） 第五十七条の三 市町村及び組合は、一部負担金等の額（前条第一項の高額療養費が支給される場合にあつては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）並びに介護保険法第五十一条第一項に規定する介護サービス利用者負担額（同項の高額介護サービス費が支給される場合にあつては、当該支給額を控除して得た額）及び同法第六十一条第一項に規定する介護予防サービス利用者負担額（同項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあつては、当該支給額を控除して得た額）の合計額が著しく高額であるときは、世帯主又は組合員に対し、高額介護合算療養費を支給する。ただし、当該一部負担金等の額に係る療養の給付、保険外併用療養費の支給、療養費の支給、訪問看護療養費の支給若しくは特別療養費の支給又は第五十六条第二項の規定による差額の支給を受けなかつたときは、この限りでない。 ２ 前条第二項の規定は、高額介護合算療養費の支給について準用する。 第二節 その他の給付 第五十八条 市町村及び組合は、被保険者の出産及び死亡に関しては、条例又は規約の定めるところにより、出産育児一時金の支給又は葬祭費の支給若しくは葬祭の給付を行うものとする。ただし、特別の理由があるときは、その全部又は一部を行わないことができる。 ２ 市町村及び組合は、前項の保険給付のほか、条例又は規約の定めるところにより、傷病手当金の支給その他の保険給付を行うことができる。 ３ 市町村及び組合は、第一項の保険給付及び前項の傷病手当金の支払に関する事務を国民健康保険団体連合会又は支払基金に委託することができる。 第三節 保険給付の制限 第五十九条 被保険者又は被保険者であつた者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、その期間に係る療養の給付又は入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、訪問看護療養費、特別療養費若しくは移送費の支給（以下この節において「療養の給付等」
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という。）は、行わない。 一 少年院その他これに準ずる施設に収容されたとき。 二 刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたとき。 第六十条 被保険者が、自己の故意の犯罪行為により、又は故意に疾病にかかり、又は負傷したときは、当該疾病又は負傷に係る療養の給付等は、行わない。 第六十一条 被保険者が闘争、泥酔又は著しい不行跡によつて疾病にかかり、又は負傷したときは、当該疾病又は負傷に係る療養の給付等は、その全部又は一部を行わないことができる。 第六十二条 市町村及び組合は、被保険者又は被保険者であつた者が、正当な理由なしに療養に関する指示に従わないときは、療養の給付等の一部を行わないことができる。 第六十三条 市町村及び組合は、被保険者若しくは被保険者であつた者又は保険給付を受ける者が、正当な理由なしに、第六十六条の規定による命令に従わず、又は答弁若しくは受診を拒んだときは、療養の給付等の全部又は一部を行わないことができる。 第六十三条の二 市町村及び組合は、保険給付（第四十三条第三項又は第五十六条第二項の規定による差額の支給を含む。以下同じ。）を受けることができる世帯主又は組合員が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。 ２ 市町村及び組合は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、保険給付を受けることができる世帯主又は組合員が保険料を滞納している場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると認められる場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 ３ 市町村及び組合は、第九条第六項（第二十二条において準用する場合を含む。）の規定により被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主又は組合員であつて、前二項の規定による保険給付の全部又は一部の支払の一時差止がなされているものが、なお滞納している保険料を納付しない場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該世帯主又は組合員に通知して、当該一時差止に係る保険給付の額から当該世帯主又は組合員が滞納している保険料額を控除することができる。 第四節 雑則 （損害賠償請求権） 第六十四条 市町村及び組合は、給付事由が第三者の行為によつて生じた場合において、保険給付を行つたときは、その給付の価額（当該保険給付が療養の給付であるときは、当該療養の給付に要する費用の額から当該療養の給付に関し被保険者が負担しなければならない一部負担金に相当する額を控除した額とする。次条第一項において同じ。）の限度において、被保険者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得する。 ２ 前項の場合において、保険給付を受けるべき者が第三者から同一の事由について損害賠償を受けたときは、市町村及び組合は、その価額の限度において、保険給付を行う責を免かれる。 ３ 市町村及び組合は、第一項の規定により取得した請求権に係る損害賠償金の徴収又は収納
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の事務を第四十五条第五項に規定する国民健康保険団体連合会であつて厚生労働省令で定めるものに委託することができる。 （不正利得の徴収等） 第六十五条 偽りその他不正の行為によつて保険給付を受けた者があるときは、市町村及び組合は、その者からその給付の価額の全部又は一部を徴収することができる。 ２ 前項の場合において、保険医療機関において診療に従事する保険医又は健康保険法第八十八条第一項に規定する主治の医師が、市町村又は組合に提出されるべき診断書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行われたものであるときは、市町村又は組合は、当該保険医又は主治の医師に対し、保険給付を受けた者に連帯して前項の徴収金を納付すべきことを命ずることができる。 ３ 市町村及び組合は、保険医療機関等又は指定訪問看護事業者が偽りその他不正の行為によつて療養の給付に関する費用の支払又は第五十二条第三項（第五十二条の二第三項及び第五十三条第三項において準用する場合を含む。）若しくは第五十四条の二第五項の規定による支払を受けたときは、当該保険医療機関等又は指定訪問看護事業者に対し、その支払つた額につき返還させるほか、その返還させる額に百分の四十を乗じて得た額を支払わせることができる。 
４ 都道府県は、市町村からの委託を受けて、市町村が前項の規定により保険

医療機関等又は指定訪問看護事業者から返還させ、及び支払わせる額の徴収

又は収納の事務のうち広域的な対応が必要なもの又は専門性の高いものを行

うことができる。 （強制診断等） 第六十六条 市町村及び組合は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該被保険者若しくは被保険者であつた者又は保険給付を受ける者に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又は当該職員に質問若しくは診断をさせることができる。 （市町村による保険給付に係る事務の範囲） 第六十六条の二 市町村が第三十六条第一項、第四十三条第三項、第五十二条第一項、第五十二条の二第一項、第五十三条第一項、第五十四条第一項及び第二項、第五十四条の二第一項、第五十四条の三第一項、第三項及び第四項、第五十四条の四第一項、第五十五条第一項、第五十六条第二項、第五十七条の二第一項並びに第五十七条の三第一項の規定により行う保険給付については、当該市町村の区域内に住所を有する者に対し、行うものとする。 ２ 市町村は、当該市町村の区域内に住所を有する者について、第四十二条第二項、第四十三条第一項、第四十四条第一項、第四十五条第三項（第五十二条第六項、第五十二条の二第三項、第五十三条第三項及び第五十四条の三第二項において準用する場合を含む。）及び第五十八条第一項の規定による事務を行うものとする。 （受給権の保護） 第六十七条 保険給付を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押えることができない。 （租税その他の公課の禁止） 第六十八条 租税その他の公課は、保険給付として支給を受けた金品を標準として、課することができない。 
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第五章 費用の負担 （国の負担） 第六十九条 （略） 第七十条 国は、都道府県等が行う国民健康保険の財政の安定化を図るため、政令で定めるところにより、都道府県に対し、当該都道府県内の市町村による療養の給付並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用（第七十三条第一項、第七十五条の二第一項、第七十六条第二項及び第百四条において「療養の給付等に要する費用」という。）並びに当該都道府県による高齢者の医療の確保に関する法律の規定による前期高齢者納付金（以下「前期高齢者納付金」という。）及び同法の規定による後期高齢者支援金（以下「後期高齢者支援金」という。）並びに介護納付金の納付に要する費用について、次の各号に掲げる額の合算額の百分の三十二を負担する。 一 被保険者に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額の合算額から第七十二条の三第一項の規定による繰入金及び第七十二条の四第一項の規定による繰入金の合算額の二分の一に相当する額を控除した額 二 前期高齢者納付金及び後期高齢者支援金並びに介護納付金の納付に要する費用の額（高齢者の医療の確保に関する法律の規定による前期高齢者交付金（以下「前期高齢者交付金」という。）がある場合には、これを控除した額） ２ 第四十三条第一項の規定により一部負担金の割合を減じている市町村又は都道府県若しくは市町村が被保険者の全部若しくは一部についてその一部負担金に相当する額の全部若しくは一部を負担することとしている市町村が属する都道府県に対する前項の規定の適用については、同項第一号に掲げる額は、当該一部負担金の割合の軽減又は一部負担金に相当する額の全部若しくは一部の負担の措置が講ぜられないものとして、政令で定めるところにより算定した同号に掲げる額に相当する額とする。 ３ 国は、第一項に定めるもののほか、政令で定めるところにより、都道府県に対し、被保険者に係る全ての医療に関する給付に要する費用の額に対する高額な医療に関する給付に要する費用の割合等を勘案して、国民健康保険の財政に与える影響が著しい医療に関する給付として政令で定めるところにより算定する額以上の医療に関する給付に要する費用の合計額（第七十二条の二第二項において「高額医療費負担対象額」という。）の四分の一に相当する額を負担する。 （国庫負担金の減額） 第七十一条 都道府県又は当該都道府県内の市町村が確保すべき収入を不当に確保しなかつた場合においては、国は、政令で定めるところにより、前条の規定により当該都道府県に対して負担すべき額を減額することができる。 ２ 前項の規定により減額する額は、不当に確保しなかつた額をこえることができない。 （調整交付金等） 第七十二条 国は、都道府県等が行う国民健康保険について、都道府県及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財政の調整を行うため、政令で定めるところによ
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り、都道府県に対して調整交付金を交付する。 ２ 前項の規定による調整交付金の総額は、次の各号に掲げる額の合算額とする。 一 第七十条第一項第一号に掲げる額（同条第二項の規定の適用がある場合にあつては、同項の規定を適用して算定した額）及び同条第一項第二号に掲げる額の合算額の見込額の総額（次条第一項において「算定対象額」という。）の百分の九に相当する額 二 第七十二条の三第一項の規定による繰入金及び第七十二条の四第一項の規定による繰入金の合算額の総額の四分の一に相当する額 ３ 国は、第一項に定めるもののほか、被保険者の健康の保持増進、医療の効率的な提供の推進その他医療に要する費用の適正化等に係る都道府県及び当該都道府県内の市町村の取組を支援するため、政令で定めるところにより、都道府県に対し、予算の範囲内において、交付金を交付する。 
（都道府県の特別会計への繰入れ） 

第七十二条の二 都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の財政の安定化

を図り、及び当該都道府県内の市町村の財政の状況その他の事情に応じた財

政の調整を行うため、政令で定めるところにより、一般会計から、算定対象

額の百分の九に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計

に繰り入れなければならない。 

２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、政令で定めるところにより、一般

会計から、高額医療費負担対象額の四分の一に相当する額を当該都道府県の

国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。 

３ 都道府県調整交付金の交付は、広域化等支援方針（都道府県が広域化等支

援方針に定める施策を実施するため地方自治法第二百四十五条の四第一項の

規定による勧告をした場合にあつては、広域化等支援方針及び当該勧告の内

容）との整合性を確保するように努めるものとする。 

（市町村の特別会計への繰入れ等） 第七十二条の三 市町村は、政令で定めるところにより、一般会計から、所得の少ない者について条例で定めるところにより行う保険料の減額賦課又は地方税法第七百三条の五に規定する国民健康保険税の減額に基づき被保険者に係る保険料又は同法の規定による国民健康保険税につき減額した額の総額を基礎とし、国民健康保険の財政の状況その他の事情を勘案して政令で定めるところにより算定した額を当該市町村の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。 
２ 都道府県は、政令の定めるところにより、前項の規定による繰入金の四分

の三に相当する額を負担する。 第七十二条の四 市町村は、前条第一項の規定に基づき繰り入れる額のほか、政令で定めるところにより、一般会計から、所得の少ない者の数に応じて国民健康保険の財政の状況その他の事情を勘案して政令で定めるところにより算定した額を当該市町村の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れなければならない。 ２ 国は、政令の定めるところにより、前項の規定による繰入金の二分の一に相当する額を負担する。 
３ 都道府県は、政令の定めるところにより、第一項の規定による繰入金の四
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分の一に相当する額を負担する。 

（特定健康診査等に要する費用の負担） 第七十二条の五 国は、政令で定めるところにより、都道府県に対し、当該都道府県内の市町村による高齢者の医療の確保に関する法律第二十条の規定による特定健康診査及び同法第二十四条の規定による特定保健指導（第八十二条第一項及び第八十六条において「特定健康診査等」という。）に要する費用のうち政令で定めるもの（次項において「特定健康診査等費用額」という。）の三分の一に相当する額を負担する。 
２ 都道府県は、政令で定めるところにより、一般会計から、特定健康診査等

費用額の三分の一に相当する額を当該都道府県の国民健康保険に関する特別

会計に繰り入れなければならない。 （組合に対する補助） 第七十三条 （この条の記載は省略） （国の補助） 第七十四条 国は、第六十九条、第七十条、第七十二条、第七十二条の四第二項、第七十二条の五第一項及び前条に規定するもののほか、予算の範囲内において、保健師に要する費用についてはその三分の一を、国民健康保険事業に要するその他の費用についてはその一部を補助することができる。 
（都道府県及び市町村の補助及び貸付） 

第七十五条 都道府県及び市町村は、第七十二条の三第二項及び第七十二条の

四第三項に規定するもののほか、国民健康保険事業に要する費用（前期高齢

者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を

含む。）に対し、補助金を交付し、又は貸付金を貸し付けることができる。 

（国民健康保険保険給付費等交付金） 

第七十五条の二 都道府県は、保険給付の実施その他の国民健康保険事業の円

滑かつ確実な実施を図り、及び当該都道府県内の市町村の財政状況その他の

事情に応じた財政の調整を行うため、政令で定めるところにより、条例で、

当該都道府県内の市町村に対し、当該市町村の国民健康保険に関する特別会

計において負担する療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に

要する費用について、国民健康保険保険給付費等交付金を交付する。 

２ 前項の規定による国民健康保険保険給付費等交付金の交付は、都道府県国

民健康保険運営方針との整合性を確保して行うよう努めるものとする。 

第七十五条の三 都道府県は、広域的又は医療に関する専門的な見地から、当

該都道府県内の市町村による保険給付の適正な実施を確保し、国民健康保険

保険給付費等交付金を適正に交付するため、厚生労働省令で定めるところに

より、当該都道府県内の市町村に対し、保険医療機関等が第四十五条第四項

（第五十二条第六項、第五十二条の二第三項及び第五十三条第三項において

準用する場合を含む。）の規定により行つた請求及び指定訪問看護事業者が

第五十四条の二第九項の規定により行つた請求その他の当該市町村による保

険給付の審査及び支払に係る情報（当該市町村が、その保険給付に関する事

務を国民健康保険団体連合会又は支払基金に委託した場合（次条において「事
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務委託の場合」という。）にあつては、当該委託された事務に関し、国民健

康保険団体連合会又は支払基金が保有する情報を含む。）の提供を求めるこ

とができる。 

第七十五条の四 都道府県は、当該都道府県内の市町村による保険給付がこの

法律その他関係法令の規定に違反し、又は不当に行われたおそれがあると認

めるときは、理由を付して、当該市町村（事務委託の場合にあつては、当該

委託を受けた国民健康保険団体連合会又は支払基金を含む。）に対し、当該

市町村による保険給付について再度の審査を求めることができる。 ２ 市町村又は国民健康保険団体連合会若しくは支払基金は、前項の規定による再度の審査の求め（以下「再審査の求め」という。）を受けたときは、当該再審査の求めに係る保険給付について再度の審査を行い、その結果を都道府県知事に報告しなければならない。 
第七十五条の五 都道府県は、再審査の求めをしたにもかかわらず、当該市町

村が当該再審査の求めに係る保険給付の全部又は一部を取り消さない場合で

あつて、当該保険給付がこの法律その他関係法令の規定に違反し、又は不当

に行われたものと認めるとき（当該再審査の求めに基づく審査が第八十七条

第一項に規定する国民健康保険診療報酬審査委員会（第四十五条第六項の規

定により国民健康保険団体連合会が診療報酬請求書の審査に係る事務を同項

に規定する厚生労働大臣が指定する法人（以下「指定法人」という。）に委

託した場合において、当該診療報酬請求書の審査を行う者を含む。）又は社

会保険診療報酬支払基金法第十六条第一項に規定する審査委員会若しくは同

法第二十一条第一項に規定する特別審査委員会において行われたときを除

く。）は、当該市町村に対し、当該保険給付の全部又は一部を取り消すべき

ことを勧告することができる。 

２ 都道府県は、前項の規定による勧告を行うに当たつては、あらかじめ、当

該市町村の意見を聴かなければならない。 

第七十五条の六 都道府県は、前条第一項の規定により保険給付の全部又は一

部を取り消すべきことを勧告したにもかかわらず、当該市町村が当該勧告に

従わなかつたときは、国民健康保険保険給付費等交付金の交付に当たり、政

令で定めるところにより、国民健康保険保険給付費等交付金の額から当該保

険給付（当該勧告に係る部分に限る。）に相当する額を減額することができ

る。 

（国民健康保険事業費納付金の徴収及び納付義務） 

第七十五条の七 都道府県は、当該都道府県の国民健康保険に関する特別会計

において負担する国民健康保険保険給付費等交付金の交付に要する費用その

他の国民健康保険事業に要する費用（前期高齢者納付金等及び後期高齢者支

援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を含む。）に充てるため、政令

で定めるところにより、条例で、年度（毎年四月一日から翌年三月三十一日

までをいう。以下同じ。）ごとに、当該都道府県内の市町村から、国民健康

保険事業費納付金を徴収するものとする。 ２ 市町村は、前項の国民健康保険事業費納付金を納付しなければならない。 
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（保険料） 第七十六条 市町村は、当該市町村の国民健康保険に関する特別会計において負担する国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（当該市町村が属する都道府県の国民健康保険に関する特別会計において負担する前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を含む。以下同じ。）、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用に充てるため、被保険者の属する世帯の世帯主（当該市町村の区域内に住所を有する世帯主に限る。）から保険料を徴収しなければならない。ただし、地方税法の規定により国民健康保険税を課するときは、この限りでない。 ２ 組合は、療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険事業に要する費用（前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用を含み、健康保険法第百七十九条に規定する組合にあつては、同法の規定による日雇拠出金の納付に要する費用を含む。）に充てるため、組合員から保険料を徴収しなければならない。 ３ 前二項の規定による保険料のうち、介護納付金の納付に要する費用に充てるための保険料は、介護保険法第九条第二号に規定する被保険者である被保険者について賦課するものとする。 （賦課期日） 第七十六条の二 市町村による前条第一項の保険料の賦課期日は、当該年度の初日とする。 （保険料の徴収の方法） 第七十六条の三 市町村による第七十六条第一項の保険料の徴収については、特別徴収（市町村が老齢等年金給付を受ける被保険者である世帯主（政令で定めるものを除く。）から老齢等年金給付の支払をする者に保険料を徴収させ、かつ、その徴収すべき保険料を納入させることをいう。以下同じ。）の方法による場合を除くほか、普通徴収（市町村が世帯主に対し、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十一条の規定により納入の通知をすることによつて保険料を徴収することをいう。以下同じ。）の方法によらなければならない。 ２ 前項の老齢等年金給付は、国民年金法による老齢基礎年金その他の同法又は厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）による老齢、障害又は死亡を支給事由とする年金たる給付であつて政令で定めるもの及びこれらの年金たる給付に類する老齢若しくは退職、障害又は死亡を支給事由とする年金たる給付であつて政令で定めるものをいう。 （介護保険法の準用） 第七十六条の四 介護保険法第百三十四条から第百四十一条の二までの規定は、前条の規定により行う保険料の特別徴収について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 （保険料の減免等） 第七十七条 市町村及び組合は、条例又は規約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、保険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。 （地方税法の準用） 第七十八条 保険料その他この法律の規定による徴収金（附則第十条第一項に規定する拠出金を除く。第九十一条第一項において同じ。）については、地方税法第九条、第十三条の二、第二十条、第二十条の二及び第二十条の四の規定を準用する。 （督促及び延滞金の徴収） 
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第七十九条 保険料その他この法律の規定による徴収金を滞納した者に対しては、組合は、期限を指定して、これを督促しなければならない。ただし、前条において準用する地方税法第十三条の二第一項の規定により繰上徴収をするときは、この限りでない。 ２ 前項の規定によつて督促をしようとするときは、組合は、納付義務者に対して督促状を発する。この場合において、督促状により指定すべき期限は、地方税法第十三条の二第一項各号のいずれかに該当する場合を除き、督促状を発する日から起算して十日以上を経過した日でなければならない。 ３ 前項の規定によつて督促をしたときは、組合は、規約の定めるところにより、延滞金を徴収することができる。 （滞納処分） 第七十九条の二 市町村が徴収する保険料その他この法律の規定による徴収金は、地方自治法第二百三十一条の三第三項に規定する法律で定める歳入とする。 第八十条 第七十九条の規定による督促又は地方税法第十三条の二第一項各号のいずれかに該当したことによる繰上徴収の告知を受けた納付義務者が、その指定の期限までに当該徴収金を完納しないときは、組合は、都道府県知事の認可を受けてこれを処分し、又は納付義務者の住所地又はその財産の所在地の市町村に対しこれの処分を請求することができる。 ２ 前項の規定により組合が処分を行う場合においては、地方自治法第二百三十一条の三第三項前段及び第十項の規定を準用する。 ３ 第一項の規定により組合が市町村に対し処分の請求を行つた場合においては、市町村は、市町村が徴収する保険料の例によつて、これを処分する。この場合においては、組合は、徴収金額の百分の四に相当する金額を当該市町村に交付しなければならない。 ４ 保険料その他この法律の規定による組合の徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 （保険料の徴収の委託） 第八十条の二 市町村は、普通徴収の方法による保険料の徴収の事務については、収入の確保及び被保険者の便益の増進に寄与すると認める場合に限り、政令の定めるところにより、私人に委託することができる。 （条例又は規約への委任） 第八十一条 第七十六条から前条までに規定するもののほか、賦課額、保険料率、納期、減額賦課その他保険料の賦課及び徴収等に関する事項は、政令で定める基準に従つて条例又は規約で定める。 
（財政安定化基金） 

第八十一条の二 都道府県は、国民健康保険の財政の安定化を図るため財政安

定化基金を設け、次に掲げる事業に必要な費用に充てるものとする。 

一 当該都道府県内の収納不足市町村に対し、政令で定めるところにより、

基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足する額を基

礎として、当該都道府県内の市町村における保険料の収納状況等を勘案し

て政令で定めるところにより算定した額の範囲内の額の資金を貸し付ける

事業 

二 基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足すること
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につき特別の事情があると認められる当該都道府県内の収納不足市町村に

対し、政令で定めるところにより、基金事業対象保険料収納額が基金事業

対象保険料必要額に不足する額を基礎として、当該都道府県内の市町村に

おける保険料の収納状況等を勘案して政令で定めるところにより算定した

額の二分の一以内の額の資金を交付する事業 

２ 都道府県は、基金事業対象収入額が基金事業対象費用額に不足する場合に、

政令で定めるところにより、当該不足額を基礎として、当該都道府県内の市

町村による保険給付の状況等を勘案して政令で定めるところにより算定した

額の範囲内で財政安定化基金を取り崩し、当該不足額に相当する額を当該都

道府県の国民健康保険に関する特別会計に繰り入れるものとする。 

３ 都道府県は、前項の規定により財政安定化基金を取り崩したときは、政令

で定めるところにより、その取り崩した額に相当する額を財政安定化基金に

繰り入れなければならない。 

４ 都道府県は、財政安定化基金に充てるため、政令で定めるところにより、

当該都道府県内の市町村から財政安定化基金拠出金を徴収するものとする。 ５ 市町村は、前項の規定による財政安定化基金拠出金を納付しなければならない。 
６ 都道府県は、政令で定めるところにより、第四項の規定により当該都道府

県内の市町村から徴収した財政安定化基金拠出金の総額の三倍に相当する額

を財政安定化基金に繰り入れなければならない。 ７ 国は、政令で定めるところにより、前項の規定により都道府県が繰り入れた額の三分の一に相当する額を負担する。 
８ 財政安定化基金から生ずる収入は、全て財政安定化基金に充てなければな

らない。 ９ この条における用語のうち次の各号に掲げるものの意義は、当該各号に定めるところによる。 一 収納不足市町村 基金事業対象保険料収納額が基金事業対象保険料必要額に不足する市町村 二 基金事業対象保険料収納額 市町村が当該年度中に収納した保険料の額のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要した費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要した費用の額、第一項第一号に掲げる事業による都道府県からの借入金（次号において「財政安定化基金事業借入金」という。）の償還に要した費用の額その他政令で定める費用の額に充てたものとして政令で定めるところにより算定した額 三 基金事業対象保険料必要額 市町村が当該年度中に収納することが必要な保険料の額のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額、財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額、財政安定化基金事業借入金の償還に要する費用の額その他政令で定める費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定した額 四 基金事業対象収入額 都道府県の国民健康保険に関する特別会計において当該年度中に収入した金額（第二項の規定により繰り入れた額を除く。）の合計額のうち、当該都道府県内の市町村による療養の給付に要した費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに当該都道府県内の市町村による入院時食事療養費、入院時生
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活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要した費用の額の合計額（次号において「療養の給付等に要した費用の額」という。）、特別高額医療費共同事業拠出金、前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要した費用の額、第三項の規定による繰入金及び第六項の規定による繰入金（次号において「財政安定化基金繰入金」という。）の繰入れに要した費用の額その他政令で定める費用の額に充てるものとして政令で定めるところにより算定した額 五 基金事業対象費用額 都道府県の国民健康保険に関する特別会計において当該年度中に負担した国民健康保険保険給付費等交付金の交付に要した費用の額（療養の給付等に要した費用の額に係るものに限る。）、特別高額医療費共同事業拠出金、前期高齢者納付金等及び後期高齢者支援金等並びに介護納付金の納付に要した費用の額、第三項の規定による繰入金及び財政安定化基金繰入金の繰入れに要した費用の額その他政令で定める費用の額の合計額として政令で定めるところにより算定した額 （特別高額医療費共同事業） 第八十一条の三 （この条の記載は省略） 第六章 保健事業 第八十二条 市町村及び組合は、特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事業以外の事業であつて、健康教育、健康相談及び健康診査並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力についての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなければならない。 ２ 市町村及び組合は、前項の事業を行うに当たつては、高齢者の医療の確保に関する法律第十六条第二項の情報を活用し、適切かつ有効に行うものとする。 ３ 市町村及び組合は、被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被保険者の療養環境の向上のために必要な事業、保険給付のために必要な事業、被保険者の療養又は出産のための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行うことができる。 ４ （略） ５ 厚生労働大臣は、第一項の規定により市町村及び組合が行う被保険者の健康の保持増進のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、指針の公表、情報の提供その他の必要な支援を行うものとする。 ６ 前項の指針は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第九条第一項に規定する健康診査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 
第六章の二 国民健康保険運営方針等 

（都道府県国民健康保険運営方針） 

第八十二条の二 都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の安定的な財政

運営並びに当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の広域的及び効率的

な運営の推進を図るため、都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康

保険事業の運営に関する方針（以下「都道府県国民健康保険運営方針」とい

う。）を定めるものとする。 

２ 都道府県国民健康保険運営方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 
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一 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

二 当該都道府県内の市町村における保険料の標準的な算定方法に関する事       

 項 

三 当該都道府県内の市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事  

 項 

四 当該都道府県内の市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

３ 都道府県国民健康保険運営方針においては、前項に規定する事項のほか、

おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項 

二 当該都道府県内の市町村の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営

の推進に関する事項 

三 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連施策との

連携に関する事項 

四 前項各号（第一号を除く。）及び前三号に掲げる事項の実施のために必

要な関係市町村相互間の連絡調整その他都道府県が必要と認める事項 

４ 都道府県は、当該都道府県内の市町村のうち、当該市町村における医療に

要する費用の額が厚生労働省令で定めるところにより被保険者の数及び年齢

階層別の分布状況その他の事情を勘案してもなお著しく多額であると認めら

れるものがある場合には、その定める都道府県国民健康保険運営方針におい

て、前項第一号に掲げる事項として医療に要する費用の適正化その他の必要

な措置を定めるよう努めるものとする。 

５ 都道府県国民健康保険運営方針は、高齢者の医療の確保に関する法律第九

条第一項に規定する都道府県医療費適正化計画との整合性の確保が図られた

ものでなければならない。 

６ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、当該都道府県内の市町村の意見を聴かなけれ

ばならない。 

７ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 ８ 市町村は、都道府県国民健康保険運営方針を踏まえた国民健康保険の事務の実施に努めるものとする。 
９ 都道府県は、都道府県国民健康保険運営方針の作成及び都道府県国民健康

保険運営方針に定める施策の実施に関して必要があると認めるときは、国民

健康保険団体連合会その他の関係者に対して必要な協力を求めることができ

る。 

（標準保険料率） 

第八十二条の三 都道府県は、毎年度、厚生労働省令で定めるところにより、

当該都道府県内の市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表す数値（第三項

において「市町村標準保険料率」という。）を算定するものとする。 

２ 都道府県は、毎年度、厚生労働省令で定めるところにより、当該都道府県
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内の全ての市町村の保険料率の標準的な水準を表す数値（次項において「都

道府県標準保険料率」という。）を算定するものとする。 

３ 都道府県は、市町村標準保険料率及び都道府県標準保険料率（以下この条

において「標準保険料率」という。）を算定したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、標準保険料率を当該都道府県内の市町村に通知するもの

とする。 

４ 前項に規定する場合において、都道府県は、厚生労働省令で定めるところ

により、遅滞なく、標準保険料率を公表するよう努めるものとする。 第七章 国民健康保険団体連合会 （設立、人格及び名称） 第八十三条 都道府県若しくは市町村又は組合は、共同してその目的を達成するため、国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）を設立することができる。 ２ 連合会は、法人とする。 ３ 連合会は、その名称中に「国民健康保険団体連合会」という文字を用いなければならない。 ４ 連合会でない者は、「国民健康保険団体連合会」という名称又はこれに類する名称を用いてはならない。 （設立の認可等） 第八十四条 連合会を設立しようとするときは、当該連合会の区域をその区域に含む都道府県を統轄する都道府県知事の認可を受けなければならない。 ２ 連合会は、設立の認可を受けた時に成立する。 ３ 都道府県の区域を区域とする連合会に、その区域内の都道府県及び市町村並びに組合の三分の二以上が加入したときは、当該区域内のその他の都道府県及び市町村並びに組合は、全て当該連合会の会員となる。 （規約の記載事項） 第八十五条 連合会の規約には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。 一 事業 二 名称 三 事務所の所在地 四 連合会の区域 五 会員の加入及び脱退に関する事項 六 経費の分担に関する事項 七 業務の執行及び会計に関する事項 八 役員に関する事項 九 総会又は代議員会に関する事項 十 準備金その他の財産に関する事項 十一 公告の方法 十二 前各号に掲げる事項のほか厚生労働省令で定める事項 （準用規定） 第八十六条 第十六条、第二十三条から第二十五条まで、第二十六条第一項、第二十七条から
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第三十五条まで及び第八十二条（特定健康診査等に係るものを除く。）の規定は、連合会について準用する。この場合において、これらの規定中「組合員」とあるのは「会員たる都道府県若しくは市町村又は組合を代表する者」と、「組合会」とあるのは「総会又は代議員会」と、「組合会議員」とあるのは「総会又は代議員会の議員」と読み替えるものとする。 第八章 診療報酬審査委員会（この章の記載は省略） 第九章 審査請求（この章の記載は省略） 第九章の二 保健事業等に関する援助等 （保健事業等に関する援助等） 第百四条 連合会及び指定法人は、国民健康保険事業の運営の安定化を図るため、市町村が行う第八十二条第一項及び第三項に規定する事業、療養の給付等に要する費用の適正化のための事業その他の事業（以下この条において「保健事業等」という。）に関する調査研究及び保健事業等の実施に係る市町村相互間の連絡調整を行うとともに、保健事業等に関し、専門的な技術又は知識を有する者の派遣、情報の提供その他の必要な援助を行うよう努めなければならない。 （国及び地方公共団体の措置） 第百五条 国及び地方公共団体は、前条の規定により連合会又は指定法人が行う事業を促進するために必要な助言、情報の提供その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 
第十章 監督 

（報告の徴収等） 

第百六条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める者について、必要がある

と認めるときは、その事業及び財産の状況に関する報告を徴し、又は当該職

員に実地にその状況を検査させることができる。 一 厚生労働大臣 都道府県若しくは市町村若しくは組合又は連合会 
二 都道府県知事 当該都道府県知事が統括する都道府県の区域内の市町村

若しくは組合又は連合会 ２～３ （略） 
（事業状況の報告） 

第百七条 次の各号に掲げる者は、厚生労働省令で定めるところにより、事業

状況を、それぞれ当該各号に定める者に報告しなければならない。 

一 都道府県 厚生労働大臣 二 市町村若しくは組合又は連合会 当該市町村若しくは組合又は連合会をその区域内に含む都道府県を統括する都道府県知事 （組合等に対する監督） 第百八条 （この条の記載は省略） 第百九条 削除〔平成一九年七月法律一〇九号〕 第十一章 雑則 （時効） 第百十条 （この条の記載は省略） （賦課決定の期間制限） 第百十条の二 （この条の記載は省略） 
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（期間の計算） 第百十一条 （この条の記載は省略） （戸籍に関する無料証明） 第百十二条 （この条の記載は省略） （文書の提出等） 第百十三条 （この条の記載は省略） （資料の提供等） 第百十三条の二 （この条の記載は省略） （連合会又は支払基金への事務の委託） 第百十三条の三 保険者は、第四十五条第五項（第五十二条第六項、第五十二条の二第三項、第五十三条第三項及び第五十四条の二第十二項において準用する場合を含む。）に規定する事務のほか、次に掲げる事務を第四十五条第五項に規定する連合会又は支払基金に委託することができる。 一 第四章の規定による保険給付の実施、第七十六条第一項又は第二項の規定による保険料の徴収、第八十二条第一項の規定による保健事業の実施その他の厚生労働省令で定める事務に係る情報の収集又は整理に関する事務 二 第四章の規定による保険給付の実施、第七十六条第一項又は第二項の規定による保険料の徴収その他の厚生労働省令で定める事務に係る情報の利用又は提供に関する事務 ２ 保険者は、前項の規定により同項各号に掲げる事務を委託する場合は、他の社会保険診療報酬支払基金法第一条に規定する保険者と共同して委託するものとする。 （診療録の提示等） 第百十四条 （この条の記載は省略） （準用規定） 第百十五条 （この条の記載は省略） （修学中の被保険者の特例） 第百十六条 （この条の記載は省略） （病院等に入院、入所又は入居中の被保険者の特例） 第百十六条の二 （この条の記載は省略） （読替規定） 第百十七条 （この条の記載は省略） （権限の委任） 第百十八条 （この条の記載は省略） （厚生労働大臣と都道府県知事との連携） 第百十九条 （この条の記載は省略） （事務の区分） 第百十九条の二 （この条の記載は省略） （実施規定） 第百二十条 （この条の記載は省略） 第十二章 罰則 （この章の記載は省略） 
附 則 （関係分のみ記載） 
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（国の負担等に関する読替え） 第九条 退職被保険者等所属都道府県については、第七十条第一項第一号中「被保険者」とあるのは「一般被保険者（附則第六条の規定による退職被保険者又は退職被保険者の被扶養者以外の被保険者をいう。第七十二条の三第一項において同じ。）」と、同項第二号中「後期高齢者支援金」とあるのは「後期高齢者支援金の納付に要する費用の額から、附則第七条第一項第二号に規定する調整対象基準額及び後期高齢者支援金の額の合算額に同号に規定する退職被保険者等所属割合を乗じて得た額を控除した額」と、第七十二条の三第一項中「被保険者」とあるのは「一般被保険者」とする。 
（財政安定化基金の特例） 

第二十五条 都道府県は、平成三十年四月一日から平成三十六年三月三十一日

までの間、第八十一条の二第一項各号に掲げる事業のほか、政令で定めると

ころにより、財政安定化基金を当該都道府県内の市町村に対する改正法の円

滑な施行のために必要な資金の交付に必要な費用に充てることができる。 

附 則〔平成二七年五月二九日法律第三一号抄〕（関係分のみ記載） 

第六条 都道府県は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前にお

いても、平成三十年改正後国保法第八十一条の二第一項の規定の例により、

財政安定化基金を設けることができる。 

２ 都道府県は、前項の規定により財政安定化基金を設けた場合には、施行日

の前日までの間は、平成三十年改正後国保法第八十一条の二第一項各号に掲

げる事業に必要な費用に充てることができないものとする。 ３ 国は、当分の間、予算の範囲内において、都道府県に対し、平成三十年改正後国保法第八十一条の二に規定する財政安定化基金（第一項の規定により設けられた場合を含む。）の財源に充てるため必要な資金を補助することができる。 
第七条 都道府県は、施行日の前日までに、平成三十年改正後国保法第八十二

条の二（第八項を除く。）の規定の例により、同条第一項に規定する都道府

県国民健康保険運営方針を定めるものとする。 

第八条 都道府県は、施行日の前日までに、平成三十年改正後国保法第八十二

条の三の規定の例により、平成三十年度の同条第三項に規定する標準保険料

率を算定するものとする。 

第九条 附則第五条から前条までに規定するもののほか、平成三十年改正後国

保法の施行のために必要な条例の制定又は改正その他の行為は、施行日前に

おいても行うことができる。 
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 広島県国民健康保険運営協議会条例（平成二十八年広島県条例第五十二号）  （設置） 第一条第一条第一条第一条 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成二十七年法律第三十一号）附則第九条の規定に基づき、同法第四条の規定による改正後の国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）第十一条第一項及び第三項に規定する国民健康保険事業の運営に関する事項を審議するため、広島県国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 （組織） 第二条第二条第二条第二条 協議会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、その定数は、当該各号に定める数とする。  一 国民健康保険の被保険者を代表する委員 四人  二 保険医又は保険薬剤師（国民健康保険法第四十条第一項に規定する保険医又は保険薬剤師をいう。）を代表する委員 四人  三 公益を代表する委員 四人  四 被用者保険等保険者（国民健康保険法附則第十条第一項に規定する被用者保険等保険者をいう。）を代表する委員 二人 ２ 委員は、知事が任命する。 （委員の任期） 第三条第三条第三条第三条 協議会の委員の任期は、平成三十年三月三十一日までとする。 （会長） 第四条第四条第四条第四条 協議会に、会長一人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。 ２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員がその職務を代行する。 （庶務） 第五条第五条第五条第五条 協議会の庶務は、健康福祉局において処理する。 （雑則） 第六条第六条第六条第六条 この条例に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、知事が定める。 附附附附    則則則則     （施行期日） １ この条例は、平成二十九年二月一日から施行する。  （この条例の失効） ２ この条例は、平成三十年三月三十一日限り、その効力を失う。  （準備行為） ３ この条例の施行するために必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。  

参考資料５-１ 
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 広島県国民健康保険運営協議会に関する取り決め  （趣旨） 第一条第一条第一条第一条 この取り決めは，広島県国民健康保険運営協議会条例（平成二十八年広島県条例第五十二号）第六条の規定に基づき，広島県国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）に関し必要な事項を定めるもとのとする。 （会議及び議事） 第二条第二条第二条第二条 協議会の会議（以下「会議」という。）について、会長が知事から諮問があったとき又は必要と認めたときは、これを招集する。 ２ 会議の議長は、会長がこれに当たる。 ３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 ４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の 決するところによる。 （委任） 第三条第三条第三条第三条 この取り決めに定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 附附附附    則則則則     （施行期日） １ この取り決めは、平成二十九年二月一日から施行する。  （経過措置） ２ この取り決めの施行後最初の協議会は、第二条第一項の規定にかかわらず、知事が招集する。  （準備行為） ３ この取り決めを施行するために必要な準備行為は、この取り決めの施行の日前においても行うことができる。  

参考資料５-２ 
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 知事が所管する附属機関等の会議の公開に関する規則 （平成十三年広島県規則第七十五号）  （趣旨） 第一条第一条第一条第一条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百三十八条の四第三項の規定に基づき設置された附属機関及びこれに類するものとして知事が別に定めるもの（以下「附属機関等」という。）の会議（以下「会議」という。）の公開については、法令、条例又は他の規則に特別の定めがあるもののほか、この規則の定めるところによる。 （会議の公開） 第二条第二条第二条第二条 会議は、公開するものとする。ただし、次の各号に掲げるいずれかの会議は、その全部又は一部を非公開とするものとする。 一 広島県情報公開条例（平成十三年広島県条例第五号）第十条に規定する不開示情報が含まれる事項を議事とする会議 二 公開することにより公正又は円滑な運営に支障が生じるおそれがあると認められる会議 ２ 会議の公開は、次の各号に掲げるいずれかの方法により行うものとする。 一 傍聴 二 議事録の閲覧 ３ 前項各号に掲げる会議の公開の方法又は第一項ただし書の規定による会議を非公開とすることの決定は、当該附属機関等が行うものとする。 （会議の傍聴） 第三条第三条第三条第三条 会議を傍聴する者（以下「傍聴者」という。）は、会議の会場の受付において氏名及び連絡先を備付けの書面に記入し、附属機関等の長の許可を受けなければならない。 ２ 前項の場合において、傍聴の受付は、原則として会議の開催当日に行い、傍聴の許可は、附属機関等の長が別に定める傍聴者の定員の範囲内において行う。 （傍聴者の入場） 

参考資料５-３ 
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第四条第四条第四条第四条 傍聴者は、職員の指示に従い傍聴席に入場するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴席に入場することができない。 一 凶器その他人に危害を与え、又は迷惑を及ぼすおそれがあると認められる物を携帯している者 二 はり紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼり、垂れ幕、メガホン、拡声器、写真機、ビデオカメラ、録音機その他の物で会議の妨害となる等の理由により会場に持ち込むことが不適当と認められるものを携帯している者 三 はち巻、ヘルメット、腕章、たすき、リボン、ゼッケン等を着用し、又は携帯している者 四 酒気を帯びている者 五 前各号に掲げる者のほか、会議の公正又は円滑な運営を妨害するおそれがあると附属機関等の長が認める者 （傍聴者の遵守事項） 第五条第五条第五条第五条 傍聴者は、次の事項を守らなければならない。 一 静粛に傍聴し、議事内容に対して拍手その他の方法により公然と賛否を表明しないこと。 二 私語、会話その他騒がしい行為をしないこと。 三 写真撮影、録画、録音その他これらに類する行為を行わないこと。 四 携帯電話用装置その他の無線通話装置を使用しないこと。 五 みだりに傍聴席を離れないこと。 六 附属機関等の長及び職員の指示に反する行為をしないこと。 七 前各号に掲げるもののほか、会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行為をしないこと。 （退場命令） 第六条第六条第六条第六条 附属機関等の長は、傍聴者がこの規則の規定に違反したと認めるときは、違反行為の中止を命じることができる。 ２ 前項の規定によって違反行為の中止を命じられた者が、それに従わないときは、附属機関等の長は、その者を退場させることができる。 
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３ 前項の規定によって退場を命じられた者は、当日の当該退場を命じられた会議を再び傍聴することはできない。 （雑則） 第七条第七条第七条第七条 この規則に定めるもののほか、会議の公開に関し必要な事項は知事が別に定める。 附 則 １ この規則は、平成十三年六月一日から施行する。 ２ 第三条から第六条までの規定は、第二条第三項の規定による決定をした附属機関等の会議について適用する。 
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広島県情報公開条例（抜粋） （平成十三年広島県条例第五号）   （行政文書の開示義務） 第十条第十条第十条第十条    実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 一 法令又は条例等（以下「法令等」という。）の定めるところにより、開示することができないと認められる情報 二 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 イ 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 ロ 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報 ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二条に規定する地方公務員、地方独立行政法人の役員及び職員並びに地方公社の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員

参考資料５-４ 
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等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 三 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び地方公社を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 五 県の機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人及び地方公社の内部又は相互間における審議、検討、協議、調査研究等に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え、若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 六 県の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人若しくは地方公社が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの イ 監査、検査、取締り、許可、認可、徴税又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ ロ 契約、入札、交渉、渉外又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人又は地方公社の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 
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ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ ホ 国若しくは地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等、地方独立行政法人又は地方公社に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 七 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供された情報であって、法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当該情報が提供された当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 


	001 会議次第
	001.1 ページ調整
	011 配席図
	011.1 ページ調整
	012 委員名簿
	012.1 ページ調整
	110 資料1（国民健康保険制度改革の概要）
	1/12
	2/12
	3/12
	4/12
	5/12
	6/12
	7/12
	8/12
	9/12
	10/12
	11/12
	12/12

	120 資料2（国保運営協議会における審議事項）
	1/2
	2/2

	131 資料3-1（これまでの検討状況）
	1/2
	2/2

	132 資料3-2（市町との意見交換・意見調整の体制）
	132.1 ページ調整
	140 資料4（広島県国民健康保険運営協議会の開催予定）
	140.1 ページ調整
	210 参考資料1（国民健康保険制度について）
	1/4
	2/4
	3/4
	4/4

	220 参考資料2（国民健康保険の現況）
	1/24
	2/24
	3/24
	4/24
	5/24
	6/24
	7/24
	8/24
	9/24
	10/24
	11/24
	12/24
	13/24
	14/24
	15/24
	16/24
	17/24
	18/24
	19/24
	20/24
	21/24
	22/24
	23/24
	24/24

	231 参考資料3-1（国保運営方針策定要領）
	1/52
	2/52
	3/52
	4/52
	5/52
	6/52
	7/52
	8/52
	9/52
	10/52
	11/52
	12/52
	13/52
	14/52
	15/52
	16/52
	17/52
	18/52
	19/52
	20/52
	21/52
	22/52
	23/52
	24/52
	25/52
	26/52
	27/52
	28/52
	29/52
	30/52
	31/52
	32/52
	33/52
	34/52
	35/52
	36/52
	37/52
	38/52
	39/52
	40/52
	41/52
	42/52
	43/52
	44/52
	45/52
	46/52
	47/52
	48/52
	49/52
	50/52
	51/52
	52/52

	232 参考資料3-2（納付金・標準保険料率ガイドライン）
	1/110
	2/110
	3/110
	4/110
	5/110
	6/110
	7/110
	8/110
	9/110
	10/110
	11/110
	12/110
	13/110
	14/110
	15/110
	16/110
	17/110
	18/110
	19/110
	20/110
	21/110
	22/110
	23/110
	24/110
	25/110
	26/110
	27/110
	28/110
	29/110
	30/110
	31/110
	32/110
	33/110
	34/110
	35/110
	36/110
	37/110
	38/110
	39/110
	40/110
	41/110
	42/110
	43/110
	44/110
	45/110
	46/110
	47/110
	48/110
	49/110
	50/110
	51/110
	52/110
	53/110
	54/110
	55/110
	56/110
	57/110
	58/110
	59/110
	60/110
	61/110
	62/110
	63/110
	64/110
	65/110
	66/110
	67/110
	68/110
	69/110
	70/110
	71/110
	72/110
	73/110
	74/110
	75/110
	76/110
	77/110
	78/110
	79/110
	80/110
	81/110
	82/110
	83/110
	84/110
	85/110
	86/110
	87/110
	88/110
	89/110
	90/110
	91/110
	92/110
	93/110
	94/110
	95/110
	96/110
	97/110
	98/110
	99/110
	100/110
	101/110
	102/110
	103/110
	104/110
	105/110
	106/110
	107/110
	108/110
	109/110
	110/110

	233 参考資料3-3（保険給付費等交付金ガイドライン）
	1/24
	2/24
	3/24
	4/24
	5/24
	6/24
	7/24
	8/24
	9/24
	10/24
	11/24
	12/24
	13/24
	14/24
	15/24
	16/24
	17/24
	18/24
	19/24
	20/24
	21/24
	22/24
	23/24
	24/24

	240 参考資料4（国民健康保険法（抜粋））
	1/31
	2/31
	3/31
	4/31
	5/31
	6/31
	7/31
	8/31
	9/31
	10/31
	11/31
	12/31
	13/31
	14/31
	15/31
	16/31
	17/31
	18/31
	19/31
	20/31
	21/31
	22/31
	23/31
	24/31
	25/31
	26/31
	27/31
	28/31
	29/31
	30/31
	31/31

	240.1 ページ調整
	251 参考資料5-1（広島県国民健康保険運営協議会条例）
	251.1 ページ調整
	252 参考資料5-2（国保運営協議会に関する取り決め）
	252.1 ページ調整
	253 参考資料5-3（会議の公開に関する規則）
	1/3
	2/3
	3/3

	253.1 ページ調整
	254 参考資料5-4（情報公開条例（抜粋））
	1/3
	2/3
	3/3


